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第 
 

 

指針策定にあたって  章 

 1 指針策定の趣旨 
 
 

 市では、平成 30 年 3 月に「羽島市人権

施策推進指針」を策定し、平成 30 年度を

初年度とする令和 4 年までの 5 年間を推

進期間として各種施策に取り組んできま

した。 

 このような中、多様な人権問題が依然と

して発生し、新たな人権課題が顕在化し

ています。 

 これまでの取り組みを引き継ぎながら、

これらの人権状況や社会情勢の変化等を

踏まえ、新たな人権施策推進の指針を策

定します。 

 

 

 

 2 指針の位置づけ 

 本指針は、次の 4 つの観点を有するものです。 
 

 本市における人権教育・啓発の各施策

を推進するための基本的な考えや方向性

を示したものです。 

 

 「人権教育及び人権啓発の推進に関す

る法律」第 5 条の規定に基づき策定する

ものです。

 国の「人権教育・啓発に関する基本計画」

や「岐阜県人権施策推進指針」を参考に

して策定するものです。 

 

 市の最上位計画である総合計画、各種

関連計画や市まちづくり基本条例との整

合・連携を図り策定するものです。 

 

 

 

 3 指針の推進期間 
 
 

 本指針の推進期間は、令和 5 年度を計

画初年度として、令和 9 年度までの 5 年

間とします。

 なお、推進期間内でも社会情勢の変化

や上位・関連計画等を踏まえ、必要に応じ

て見直すものとします。 
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 4 指針策定の背景（現状や課題） 
 

社会情勢など 
 

  

価値観の多様化 

 文化、価値観やライフスタイルなどが多

様化している一方で、考え方の違いや固

定的な概念に起因した不当な偏見や差別

が発生しており、一人ひとりの多様性を認

め、尊重することが一層求められています。 

 

 

 

新たな人権課題の顕在化 

 第一次指針策定以降、性のあり方（セク

シュアリティ）に関連する人権や新型コロ

ナウイルス感染症に関連した人権侵害な

ど、社会の関心が高まった人権や新たな

人権課題が顕在化しています。

 また、スマートフォンの普及等により、い

じめの様相の変化や SNS 等による誹謗

中傷が深刻化しています。 

 

 

 

SDGs1の取り組みの推進 

 「誰一人取り残さない」持続可能でより

よい社会の実現を目指す SDGs の達成

に向けた取り組みを推進していくことが求

められています。また、SDGs が目指す姿

は、人権尊重の理念とも重なることから、

本指針においても SDGs の観点を踏まえ、

各種取り組みを推進していくことが必要

です。  

 

 

  

                         
1 Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略 

 平成 27 年 9 月の国連サミットで採択された平成 28 年から令和 12 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標 
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国の動向 
 

  

人権に関連する法整備や改正 

 第一次指針策定以降、個別の人権問題

への対応や社会的関心の高まり等を踏ま

え、「本邦外出身者に対する不当な差別

的言動の解消に向けた取組の推進に関す

る法律」や「部落差別の解消の推進に関

する法律」等の施行、侮辱罪の法定刑を

引き上げる刑法の改正等が行われていま

す。 

 

 

市の動向 
 

  

人権に関する各種取り組み等の推進 

 市では、人権に関する講演等を行う「人

権を考える会」の開催や、各学校において

人権感覚を高める「ひびきあい活動」など、

人権に関する各種取り組みを行っていま

す。また、市民総合相談室や子育て相談

センター「羽っぴぃ」などを設置し、様々な

相談・支援に取り組んでいます。 

 人権問題が複雑・多様化している状況

等を踏まえ、引き続き各種取り組みを推

進するとともに、相談・支援体制の充実を

図ることが必要です。 

 

 

市民を主体としたまちづくりの推進 

 市では、市民を主体としたまちづくりの

実現を目的とした「羽島市まちづくり基本

条例」を施行しています。社会環境が大き

く変化し、地域の個性と限りある資源を活

かしたまちづくりが求められている中、今

後も市民参画や協働による市民主体のま

ちづくりを推進していくことが必要です。 
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市民意識調査結果
 

   
調査概要 
 
調査対象 18 歳以上の市民 1,200 人 

調査方法 郵送による配布・郵送または WEB による回収 

調査時期 令和 3 年 8 月 

回収数等 572 件（有効回答率 47.7%） 

 

  
人権教育 

学校教育・社会教育の両面で人権教育が必要 

 人権問題に対する理解・醸成に必要なこ

ととして、学校における人権教育の充実が

求められています。 

 他方、人権は学校・職場・地域社会など

日常生活のあらゆる場面に関係するため、

発達段階やライフステージに応じた人権

教育が必要です。 

 そのため、学校教育における人権教育

の充実に加え、社会教育において人権教

育に取り組むことが必要です。

 

  
人権啓発 

対象者や課題に応じた人権啓発が必要 

 人権を身近に感じていない人が一定数

いることから、人権問題を考える機会がな

い人や関心がない人への働きかけが必要

です。 

 また、各人権の関心度にはばらつきが見

受けられるため、人権尊重の精神を醸成

していくことや各人権問題についての認

識を深めるため、対象者や課題に応じた

人権啓発が必要です。 
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人権意識の変化 

人権施策の一層の推進が必要 

 人権に対する社会的な関心の高まりや

各種取り組みを通じて、人権意識が高ま

った一方で、人権意識の高まりを感じて

いない人が一定数いることから、人権施

策の一層の推進が必要です。 

 

 

  
人権が侵害されたときの対応 

相談窓口・相談機関の周知が必要 

 市民意識調査の結果では、5 年の間に

自分の人権が侵害されたと回答した人の

半数以上が、「相談しても無駄と思った」

「信頼できる相談先がなかった」などの理

由から、黙って我慢したり、何も対応して

いませんでした。 

 そのため、人権が侵害された際の問題

解決に向け、迅速かつ的確に対応できる

よう、国、県や関係機関、団体と連携して

迅速かつ的確に対応するとともに、相談

窓口・相談機関の周知や相談しやすい環

境の整備が必要です。
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参考（背景など）
 

  

条約など  

世界人権宣言(昭 23) 

 基本的人権尊重の原則を定めたものであり、

初めて人権保障の目標や基準を国際的に謳っ

たものです。 

 

 

人種差別撤廃条約2(昭 40) 

 人権や基本的自由の平等を確保するため、人

種や皮膚の色等に基づくあらゆる形態の人種差

別を撤廃することを目的としたものです。 

 

 

社会権規約3(昭 41) 

 労働・社会保障・生活・教育などの経済的・社

会的・文化的権利を保障するもので、自由権規

約とともに国際人権規約の 1 つです。 

 

 

自由権規約4(昭 41) 

 身体の自由と安全、移動の自由、思想・良心の

自由、差別の禁止、法の下の平等などの市民的

政治的権利を保障するものです。 

 

拷問等禁止条約5(昭 59) 

 拷問を刑法上の犯罪とすることや、残虐な、非

人道的な、または品位を傷つける取り扱いや刑

罰をなくすことを目的としたものです。 

 

 

人権教育のための国連 10 年(平 10) 

 平成 7 年から 16 年までの 10 年間を期間と

し、人権教育を通じて人権文化を世界に築くこ

とを目的としたものです。 

 

 

人権教育のための世界計画(平 17) 

 人権教育のための国連 10 年に続く取り組みと

して決議をされました。同計画では終了時限を

設けずに期間ごとに行動計画を定めています。 

 

 

  

                         
2 あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約 

3 経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約 

4 市民的及び政治的権利に関する国際規約 

5 拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取り扱い又は、刑罰に関する条約 
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法律など  

人権擁護委員法(昭 24) 

 人権相談や人権の普及活動などの活動を行う

「人権擁護委員」について定めたものです。人権

擁護委員は法務大臣から委嘱された人です。 

 

 

人権擁護施策推進法(平 8) 時限立法6 

 人権擁護の推進に関する施策の推進について

国の責務を明らかにしたものです。また、人権擁

護推進審議会の設置について定めたものです。 

 

人権教育・啓発推進法7(平 12) 

 人権教育や人権啓発に関する施策の推進につ

いて、国、地方公共団体や国民の責務を明らか

にし、必要な措置を定めたものです。 

 

 

人権教育・啓発に関する基本計画(平 14) 

 人権教育・啓発推進法に基づく計画で、人権

教育及び人権啓発に関する施策の総合的・計画

的な推進を図るために策定されたものです。 

 

 

月間・週間・運動など  

人権週間 

時期：12 月 4 日から 10 日 

 世界人権デーを最終日とする 1 週間を同週間

とし、人権尊重思想の普及高揚を呼びかけるこ

とを目的としたものです。 

 

世界人権デー 

時期：12 月 10 日 

 昭和 23 年 12 月 10 日に世界人権宣言が採

択されたことを記念した国際デーです。 

 

 

  

                         
6 平成 9 年から 14 までの 5 年間の時限立法 

7 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 
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第  

基本的な考え方  章 

 1 基本理念等 
 

 「人権」とは、人間の尊厳に基づいて、一

人ひとりがもっている固有の権利であり、

社会を構成するすべての人が個人として

の生存と自由を確保し、社会において幸

福な生活を営むために欠かすことのでき

ない権利です。すべての人が人権を享有

し、平和で豊かな社会を実現するために

は、自分の人権と同様に他人の人権も尊

重することが重要です。 

 また、市まちづくり基本条例で掲げる「市

民の参画・協働による市民主体のまちづく

り」の実現に向けて、一人ひとりがお互い

に多様な価値観を認め、人権を尊重する

ことが必要です。 

 

 

 本指針では、第一次指針を継承しつつ、上記の人権尊重の理念や人権を取り巻く現

状・課題を踏まえ、以下のとおり基本理念等を定め、人権施策に取り組みます。 

 

 

基本理念 （目指す姿） 
 

  
一人ひとりの人権が尊重され、市民が主体のまちづくりの実現 

 

 

大切にしたい視点 （共有したい思い） 
 

  
一人ひとりが自分を大切にし、一人ひとりのちがい(多様性)を認める 

 

 

3 つの柱 （基本的施策）
 

  
人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ 
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 2 基本的施策の方向性 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ 
 
 

 人権が尊重され、不当な差別や人権侵害がない社会を実現するためには、家庭、学校、

地域などのあらゆる場や機会を通じて人権教育・啓発を行うことが重要です。 

 人権教育は、生涯学習の視点に立ち、ライフサイクルを踏まえて、学校教育と社会教育

を通じて推進していきます。 

 また、人権問題を「自分ごと」として捉え、人権を尊重することの重要性を正しく認識し、

他人の人権にも配慮した行動がとれるよう人権啓発を推進します。 
 
 

施策の方向性 
 

 

 

人権教育 
 

学校教育における人権教育の推進 

 発達段階に応じて、人権意識を高め、

自分や他人の大切さを認めることがで

きる人権感覚を育成します。 

 多様な体験活動や様々な人と交流す

る機会の充実を図り、豊かな人間性や

社会性を育成します。 

社会教育における人権教育の推進 

 様々な機会を捉えて、地域における人

権教育を推進し、市民の人権意識の

醸成を図ります。 

 保護者と子どもがともに人権感覚を身

に付けることができるよう、家庭教育

を推進します。 

 

人権啓発 
 

人権意識を高める機会の充実 

 様々な媒体や行事など様々な機会を

捉えて人権啓発を行い、人権意識を

高めます。 

対象者や課題に応じた人権啓発の推進 

 世代や属性などに応じて、人権に対す

る理解を深め、人権意識の醸成を図り

ます。 
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相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ 

 

 市民の人権が侵害された際には、解決に向けた助言や様々な施策により、適切な支援

につなげることが求められます。そのためには、安心して相談できる環境や相談窓口が

認知されていることが必要です。また、迅速で確実な問題の解決と支援を行うことができ

るよう、関係機関と連携した相談・支援体制の充実を図ります。 
 
 

施策の方向性 
 

 
 

相談窓口の周知と相談体制の充実 

 相談者が必要な相談を行うことができ

るよう相談窓口の周知を行うとともに、

関係機関の相談窓口の情報提供を含

め、相談体制の充実を図ります。 

状況やニーズに応じた支援の充実 

 人権問題を抱える一人ひとりの状況

やニーズが異なることを踏まえ、必要

な支援を提供することができるよう、

関係機関と連携した支援を推進します。 

 

 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ 

 

 多様化・複雑化する人権問題に対して、庁内の連携をはじめ、国や県、関係機関や団

体との連携が重要です。 

 また、羽島市まちづくり基本条例では、「協働」をそれぞれの特性を理解し役割を認識し

たうえで、お互いに対等な立場として尊重し、補足し合いながら協力することと定義して

います。市民主体の協働によるまちづくりの理念を共有し、誰もが暮らしやすく、世代を

超えて心の通うまちづくりを推進します。 
 
 

施策の方向性 
 

 
 

関係機関との情報共有・連携強化 

 人権侵害事案に対して、的確に対応す

ることができるよう、関係機関との情

報共有や連携強化を図ります。 

協働によるまちづくりの推進 

 市民等との協働を通じて、互いを尊重

し認め合うことができるまちづくりを推

進します。 
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 3 施策の体系図 
 

基本理念 

一人ひとりの人権が尊重され、市民が主体のまちづくりの実現 

  

大切にしたい視点 

一人ひとりが自分を大切にし、一人ひとりのちがい(多様性)を認める 

  

 3 つの柱（基本的施策）  
      

      

人権教育・啓発の推進 

～互いに認めともに 

支え合う心の育成～ 

相談・支援の充実 

～一人ひとりの安心を守る 

体制の整備～ 

多様な主体との連携・協働 

～ともに手をとり合う 

まちづくりの推進～ 

      

 基本的施策の方向性  
      
            

(人権教育) (人権啓発) 
        

相
談
窓
口
の
周
知
と
相
談
体
制
の
充
実 

状
況
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
支
援
の
充
実 

関
係
機
関
と
の
情
報
共
有
・連
携
強
化 

協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

        

学
校
教
育
に
お
け
る
人
権
教
育
の
推
進 

社
会
教
育
に
お
け
る
人
権
教
育
の
推
進 

人
権
意
識
を
高
め
る
機
会
の
充
実 

対
象
者
や
課
題
に
応
じ
た
人
権
啓
発
の
推
進 

 

  

 分野別施策  
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第  

分野別施策の推進  章 

女性の人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

増加・深刻化が懸念されるDV(ドメスティック・バイオレンス) 

 配偶者等からの暴力 DV は、被害者を

女性に限定したものではありませんが、被

害者の多くは女性で、女性の人権を著し

く侵害する重大な問題です。 

 被害者自身が被害と認識していない場

合や被害を受けていることを言い出しにく

い現状があることから、相談窓口の周知

や女性に対する暴力に関する認識の向上

を図ることが必要です。 

 DV 相談件数は高水準で推移している

とともに、新型コロナウイルス感染症に伴

う生活不安やストレスなどから、DV の増

加や深刻化が懸念されています。

 

 

深刻化が懸念される若年層の女性に対する性暴力 

 いわゆるアダルトビデオ出演被害問題

やいわゆる JK ビシネス8と呼ばれる営業

により児童が性的な被害にあう問題が発

生しています。成年年齢の引き下げに伴

い、若年層の性暴力被害の深刻化が懸念

されており、若年層の性暴力被害の拡大

を予防するための教育・啓発が必要です。

 

 

女性に対する様々なハラスメントが発生 

 性的嫌がらせ「セクシュアルハラスメント」

や妊娠・出産等を理由とする不利益な取

扱い「マタニティ・ハラスメント」は、個人と

しての尊厳や人格を不当に傷つける行為

です。これらのハラスメントに関する相談

件数は依然として多い傾向にあります。

  

                         
8 女子高生を JK と称して商品化し、性を売り物とする営業 
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依然として残る固定的な性別役割分担意識 

 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきで

ある」のような性別役割分担意識に反対

する人の割合は上昇しているものの、固

定的な性別役割分担の意識は家庭、地域

や職場など様々な場で依然として残って

おり、男女共同参画の社会づくりが必要

です。

 

 

市の現状や取り組みなどから 

男女共同参画プランを推進  

 市では「羽島市男女共同参画プラン」を

策定し、性別にかかわらず一人ひとりの考

え方や生き方が尊重され、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共

同参画社会の実現を目指しています。引

き続き、同プランに基づき、各種取り組み

を推進していくことが必要です。

 

 

関係機関と連携した対応が必要 

 DV には相談、保護、自立支援など様々

な面からの対応が必要です。また、DV と

児童虐待は密接に関係しています。 

 市では、要保護児童対策及び DV 対策

地域協議会において、関係機関と連携し

て児童虐待や DV 等に対応しています。 

 市における DV 相談件数は、微減傾向

にあるものの引き続き子ども家庭センター

を中心とした相談体制の整備・周知のほ

か、関係機関と連携した対応が必要です。

 

 

ジェンダー9平等意識などの醸成を推進 

 市民意識調査の結果では、女性の人権

に対する問題意識として、性別による差や

固定観念を問題と捉えている人が多く、

男女共同参画の理念やジェンダー平等意

識の醸成が求められています。

 

  

                         
9 生物学的な性別に対して、社会的・文化的につくられる性別 
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

女性の人権を尊重する教育・啓発の推進 

女性への暴力根絶に向けた啓発 

 女性に対するあらゆる暴力の加害者、

被害者、傍観者にならないための教育

の推進や暴力を許さない社会環境づ

くりに向けた啓発に努めます。 

固定的役割分担意識の解消 

 家庭、学校や職場など様々な場面にお

いて、固定的な性別役割分担意識や

性差に関する偏見、無意識の思い込

み（アンコンシャス・バイアス）の解消を

推進します。 

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

DV 等相談・支援体制の充実 

相談体制の充実 

 相談窓口の周知や相談しやすい環境

を整えるなど相談体制の充実を図りま

す。 

支援 体制の充実 

 関係機関と連携・協力し、相談、保護、

自立支援を切れ目なく行うことができ

るよう体制の充実に努めます。 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

男女共同参画社会づくりの推進 

子育て環境の充実 

 ワークライフバランスやパートナー同士

が協力して子育てを行うことができる

社会づくりを推進します。 

男女共同参画の推進 

 性別にかかわらず誰もが地域活動や

地域づくりに参画することを推進する

とともに、政策・方針決定の場における

男女共同参画の視点を取り入れます。 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

女子差別撤廃条約10(昭 54) 

 あらゆる領域における女性の差別撤廃を目的

として国連総会で採択された条約で、日本は昭

和 60 年に批准しました。 

 

 

法律など  

男女雇用機会均等法11(昭 61) 

 募集・採用、配置・昇進等の雇用管理の各ステ

ージにおける性別を理由とする差別の禁止や婚

姻、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの

禁止等を目的としたものです。 

 

 

男女共同参画社会基本法(平 11) 

 21 世紀の最重要課題として位置付けた男女

共同参画社会の基本理念を明らかにし、男女共

同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ

計画的に推進することを目的としたものです。 

 

 

配偶者暴力防止法12(平 13) 

 通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を

図ることを目的としたものです。 

                         
10 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 

11 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

12 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

13 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

 

女性活躍推進法13(平 27) 

 女性の職業生活における活躍を推進し、豊か

で活力ある社会の実現を図ることを目的とした

ものです。 

 

 

 

政治分野における男女共同参画の推進に

関する法律(平 30) 

 政治分野における男女共同参画を推進し、男

女が共同して参画する民主政治の発展に寄与

することを目的としたものです。 

 

 

困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律(令 4) 

 日常生活や社会生活において困難な問題を抱

える女性の福祉の増進を図るための支援に関す

る必要な事項などを定めたものです。 
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AV 出演被害防止・救済法14(令 4) 

 被害防止や相談体制の整備等が規定されて

おり、アダルトビデオ出演による被害防止や被害

者の救済を目的としています。 

 

 

月間・週間・運動など  

若年層の性被害暴力被害予防月間 

時期：4 月 

 様々な性暴力被害の予防啓発、性暴力被害に

関する相談先の周知、周りからの声掛けの必要

性等の啓発などを行うものです。 

 

 

女児と ICT の国際デー 

時期：4 月の第 4 木曜日 

 女性の ICT（情報通信分野）や STEM（科学・

技術・工学・数学分野）におけるジェンダー平等

を促進する国際デーです。 

 

 

男女共同参画週間 

時期：6 月 23 日～29 日 

 男性、女性がともにそれぞれの個性と能力を

発揮できる「男女共同参画社会」への理解と関

心を高めることを目的としたものです。 

                         
14 性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するための性行為映像制作物への出演に係る被害の防止を図り及

び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関する法律 

15 配偶者のいない女子で、かつて配偶者のいない女子として児童を扶養していたことのある人 

 

国際寡婦の日 

時期：6 月 23 日 

 寡婦15が直面する貧困、排斥、暴力、日常生活

における差別など、寡婦に対する認識を高める

ことを目的とした国際デーです。 

 

 

国際ガールズ・デー 

時期：10 月 11 日 

 若年女性の権利や若年女性のエンパワーメン

トの促進を広く国際社会に呼びかけることを目

的とした国際デーです。 

 

 

農村漁村女性のための国際デー 

時期：10 月 15 日 

 農村漁村に住む女性の社会的・経済的な貢献

を高く評価し、彼女たちが担う役割の重要性を

再認識することを目的とした国際デーです。 
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女性に対する暴力をなくす運動 

時期：11 月 12 日～25 日 

 女性に対する暴力に関する社会の意識啓発の

ほか、女性の人権の尊重のための意識啓発や

教育の充実を図ります。 

 

 

全国一斉「女性の人権ホットライン」強化週間 

時期：例年 11 月中旬～下旬 

 法務省の人権擁護機関で行われている専用

相談電話「女性の人権ホットライン」をより多くの

方に利用いただくために行われるものです。 

 

 

女性の暴力撤廃の国際デー 

時期：11 月 25 日 

 女性への暴力の根絶を目指す国際デーです。

また、この日から世界人権デーまでを「ジェンダ

ー暴力と闘う16日間キャンペーン」としています。 

 

 

女性器切除の根絶のための国際デー 

時期：2 月 6 日 

 一部の国において根強く残る女性器の一部を

切除する慣習についての認識を広め、その撲滅

を促進する国際デーです。 

 

科学における女性と女児の国際デー 

時期：2 月 11 日 

 女性と女児が科学技術分野において果たす役

割を認識し評価することを目的とした国際デー

です。 

 

 

国際女性デー 

時期：3 月 8 日 

 女性が達成してきた成果を認識するとともに、

女性の権利や政治的、経済的分野への参加に

対する支援の促進を目的とした国際デーです。 

 

 

女性裁判官の国際デー 

時期：3 月 10 日 

 司法機関で女性が十分かつ平等に参加し、司

法活動への従事により自らの価値を示すことを

目的とした国際デーです。 

 

 

農村漁村女性の日 

時期：3 月 10 日 

 農村漁村の女性が果たしている役割を認識す

るとともに、女性の能力を発揮する環境づくりを

目指すことを目的としています。 
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子どもの人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

増加している児童虐待相談対応件数 

 児童虐待に関する相談対応件数は増加

しているとともに、子どもの生命が奪われ

るなどの重大な児童虐待事件も後を絶た

ず、深刻な状況が続いています。 

 児童虐待は、子どもの心身の発達や人

格形成に重大な影響を与えるとともに、将

来の世代の育成にも懸念を及ぼすため、

児童虐待防止は社会全体で取り組むべき

重要な課題です。 

 児童虐待防止には、妊娠・出産・子育て

に関する相談がしやすい体制の整備や子

育て支援サービスの充実などを通した発

生予防のほか、早期発見・適切な保護・支

援のために関係機関との情報共有や連携

が重要です。

 

 

変化する子どもたちの状況やいじめの様相 

 いじめは人権侵害です。いじめを受けた

子どもの教育を受ける権利を著しく侵害

し、その心身の健全な成長と人格の形成

に重大な影響を与えるのみならず、生命

や身体に重大な危険を生じさせるおそれ

があります。 

 近年では、スマートフォン利用の増加や

GIGA スクール構想16による一人一台端

末の整備など子どもたちを取り巻くインタ

ーネット環境も変化しています。このよう

な中、インターネット上のいじめは増加し

ており、外部から見えにくい・匿名性が高

い性質から、いじめを認知しきれない点

が懸念されています。 

 いじめは「絶対に許されない」という意

識の醸成やいじめの早期発見はもとより、

いじめの未然防止に向けて、学校と家庭、

地域が連携し、子どもの豊かな人間性を

育むことが重要です。

 

 

                         
16 児童・生徒への一人一台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、教育 ICT 環境を実現するもの 
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子どもの貧困問題は身近な社会問題 

 子どもの貧困17は、子どもや親にその自

覚がないことや、貧困の自覚があっても周

囲の目を気にして支援を求められないこ

とも多くあり、「見えにくい」と言われてい

ます。 

 また、貧困の背景には様々な社会的要

因があることや、子育てや貧困は家庭の

自己責任という考え方もいまだ根強く存

在しており、社会全体で子どもの貧困に

対する理解を深めることが必要です。

 

 

表面化しにくいヤングケアラー 

 ヤングケアラー18は、年齢や成長の度合

いに見合わない重い責任や負担を負うこ

とで、本人の育ちや教育に影響があると

いった課題があります。 

 その背景には、少子高齢化や核家族化

の進展、共働き世帯の増加、家庭の経済

状況の変化など、様々な要因があります。 

 ヤングケアラーは、家庭内のデリケート

な問題であることや、本人や家族に自覚

がないと言った理由から、支援が必要で

あっても表面化しにくい構造となっていま

す。そのため、社会的認知度の向上や関

係者の理解促進を図るとともに、ヤングケ

アラーが子どもらしい生活を送ることがで

きるように福祉、介護、医療、教育などの

様々な関係機関が連携して切れ目のない

支援を行うことが重要です。

 

 

市の現状や取り組みなどから 

相談体制の充実が必要 

 市民意識調査の結果では、子どもの人

権として、いじめや児童虐待に対する問

題意識が高い一方、児童虐待を発見した

場合の対応として、どこ（誰）に知らせたら

よいか分からないとする回答が一定数あ

ったことから、相談機関の周知など、相談

体制の充実が必要です。

 

  

                         
17 18 歳未満で相対的に貧困の状態にあること。相対的貧困は、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で

割って調整した所得）の中央値の半分の額（貧困線）を下回る状態 

18 法律上の定義はないが、一般に、本来大人が担うとされている家事や家族の世話などを日常的に行っている子ども 
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児童生徒のいじめの防止等に関する条例を施行 

 市では児童生徒が安心して生活し、学

ぶことができる環境を整えることを目的に

「羽島市児童生徒のいじめの防止等に関

する条例」を制定・施行しています。同条

例に基づき、各学校では「いじめの防止等

を推進する週間」を定め、児童生徒一人

ひとりがいじめや人権の問題に目を向け、

真摯に向き合う学習や活動に取り組んで

います。 

 市におけるいじめ認知件数は減少して

いますが、認知件数の増減にかかわらず、

いじめ認知漏れがないよう引き続き、いじ

め不登校対策専門員や関係機関と連携

を図り対応していくことが重要です。

 

 

子どもの権利を理解し社会全体で子どもを育てていくことが

必要 

 市民意識調査の結果では、子どもの個

性や自主性を尊重する社会づくりや、家

庭・学校・地域が連携した取り組みが子ど

もの人権を守るために必要であるとの認

識が高いことがうかがえます。 

 子どもが一人の人間として、また、権利

の主体として最大限に尊重されるよう、子

どもの人権に関心と理解を深めていくとと

もに、社会全体で子どもを育てていく機運

の醸成や取り組みを推進していくことが

必要です。
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

子どもの人権を尊重する教育・啓発の推進 

子どもの人権に関する啓発の推進 

 子どもの人権尊重に対する市民への

理解を深め社会意識が醸成されるよ

う、子どもの人権に関する啓発を推進

します。 

子どもの人権に関する教育の推進 

 子どもが自身の権利を知り、自他の権

利を尊重し合うことを学ぶことができる

よう、子どもの人権に関する教育を推進

します。

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

子どもの安心・安全を守る取り組みの充実 

児童虐待防止等の推進 

 児童虐待発生予防や早期発見・早期

対応に向けて、通告・相談機関の周知

を図るとともに、関係機関で情報や考

え方を共有し、連携した対応・支援を

行います。 

いじめ防止等の推進 

 いじめ等の問題を抱える子どもが安

心して相談できるよう、学校における

相談体制の充実を図るとともに、関係

機関と連携していじめ等の未然防止、

早期発見・早期対応に努めます。 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

子どもを取り巻く環境に対応した支援の充実 

子どもの居場所づくりの推進 

 子どもやその家族が抱える困難な状況

の理解促進を図るとともに、地域で安心

して過ごすことができる子どもの居場所
19づくりに努めます。 

様々なネットワークによる対応 

 教育、福祉、保健など様々な分野の関

係機関が密接に情報共有等を行う「横

のネットワーク」と、年齢階層で途切れる

ことなく継続的な支援を行う「縦のネット

ワーク」による支援を推進します。 

  

                         
19 家でも学校でもなく自分の居場所と思えるような場所（子ども食堂や学習支援など） 



23 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

家庭や地域における青少年の健全育成の推進 

青少年健全育成の推進 

 心豊かな人間性や社会性を身につけ

た青少年を家庭・地域・学校等がとも

に育んでいく地域ぐるみの青少年健

全育成を推進します。 

子どもを育む環境づくりの推進 

 地域における体験・交流活動や家庭

教育の充実を図り、社会全体で子ど

もを育む環境づくりを推進します。 

地域で支える子育ての推進 

 親子が身近な場所で気軽に集い、相

互交流や子育ての不安・悩みを相談

できる場の提供など、地域で支える子

育てを推進します。 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

就業の最低年齢に関する条約20(昭 48) 

 児童労働の廃止と若年労働者の労働条件の

向上を目的としたものです。就業の最低年齢を

義務教育終了年齢と定めました。 

 

 

児童の権利に関する条約(平 1) 

 子どもは特別な保護を受ける存在であるとと

もに、自ら権利を行使する主体者と位置づけら

れました。日本は平成 6 年に批准しました。 

 

最悪の形態の児童労働条約21(平 11) 

 18 歳未満の児童による最悪の形態の児童労

働22の禁止と撤廃を確保するための即時の効果

的な措置を求めるものです。 

 

 

法律など  

児童福祉法(昭 22) 

 子どもの健やかな成長と最低限の生活を保障

することを目的としたのです。児童が権利の主

体であることが明記されています。 

 

 

児童買春・児童ポルノ禁止法23(平 11) 

 児童に対する性的搾取や性的虐待が児童の

権利を著しく侵害している重大性から、児童の

保護や権利擁護等を目的としたものです。 

                         
20 就業が認められるための最低年齢に関する条約 

21 最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に関する条約 

22 ①児童の人身売買や強制労働などのあらゆる形態の奴隷労働や類似した行為、②売春、ポルノ製造、わいせつな演技のた

めの児童の使用、斡旋、提供、③薬物の生産・取引など、不正な活動に児童を使用、斡旋または提供すること、④児童の健康、

安全、道徳を害するおそれのある労働 

23 児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律 

24 インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律 

 

児童虐待の防止等に関する法律(平 12) 

 児童虐待の社会問題化を背景として成立。児

童虐待が児童の人権を著しく侵害していること

が明記されています。 

 

 

出会い系サイト規制法24(平 15) 

 出会い系サイトの利用に起因する児童買春な

どから児童を保護し、児童の健全な育成を図る

ことを目的としたものです。 
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青少年インターネット環境整備法25(平 22) 

 フィルタリングの利用促進等を通じて、青少年

が安全に安心してインターネットを利用できるよ

うにして、青少年の権利の擁護を図るものです。 

 

 

子ども・若者育成支援推進法(平 22) 

 子ども・若者の健やかな育成や社会生活を円

滑に営むことができるようにするための施策を

推進することを目的としたものです。 

 

 

子ども・子育て支援法(平 24) 

 一人ひとりの子どもが健やかに成長することが

できる社会の実現に寄与することを目的とした

ものです。 

 

 

いじめ防止対策推進法(平 25) 

 いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受

ける権利を著しく侵害していることが明記されて

います。 

 

子どもの貧困対策推進法26(平 25) 

 子どもの将来が生まれ育った環境に左右され

ないよう、貧困の状況にある子どもの健やかな

育成と教育の機会均等を目的としています。 

 

 

教育機会確保法27(平 25) 

 個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な

支援や、安心して教育を受けることができる環

境の整備等を基本理念に掲げています。 

 

 

成育基本法28(平 29) 

 成育過程にある子どもや保護者、妊産婦に対

して必要な成育医療等を切れ目なく提供するた

めの施策を推進することを目的としています。 

 

 

教員による児童生徒性暴力防止法29(令 4) 

 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止に

関する施策を推進し、児童生徒等の権利利益の

擁護に資することを目的としたものです。 

 

 

  

                         
25 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律 
26 子どもの貧困対策の推進に関する法律 

27 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律 

28 成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推

進に関する法律 

29 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律 
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月間・週間・運動など  

児童福祉週間 

時期：5 月 5 日～11 日 

 子どもの健やかな成長、子どもや家庭を取り

巻く環境について考える契機とし、児童福祉の

一層の周知等を図るものです。 

 

 

児童労働に反対する世界デー 

時期：6 月 12 日 

 子どもの権利を奪う児童労働の撤廃に向けた

取り組みの必要性を訴えることを目的とした国

際デーです。 

 

 

青少年の非行・被害防止全国協調月間 

時期：7 月 

 青少年の育成は社会全体で一体的に取り組

む課題であることを踏まえ、青少年の非行・被害

防止の理解を深めることを目的としています。 

 

 

国際青少年デー 

時期：8 月 12 日 

 青少年が社会のあらゆる分野に参加し、意見

を反映させられる未来を目指すための国際デー

です。 

 

全国一斉「子どもの人権 110 番」強化週間 

時期：例年 8 月下旬から 9 月上旬 

 法務省の人権擁護機関で行われている専用

相談電話「子ども人権 110 番」に係る相談活動

の強化を目的としています。 

 

 

児童虐待防止推進月間 

時期：11 月 

 家庭や学校、地域等の社会全般にわたり、児

童虐待問題に対する深い関心と理解を得ること

を目的としています。 

 

 

子供・若者育成支援推進協調月間 

 時期：11 月 

 子供・若者育成支援推進大綱を踏まえた子ど

も・若者育成支援に関する取り組みを国民運動

として総合的に展開する契機とするものです。 

 

 

世界子どもの日 

 時期：11 月 20 日 

 すべての子どもが生まれながらにもっている子

どもの権利の認識向上や子どもの福祉の向上

を目的とした国際デーです。 
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高齢者の人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

高齢化率の上昇や一人暮らし高齢者の増加 

 我が国の 65 歳以上の人口は、年々上

昇する一方、15 歳から 64 歳人口は平成

7 年をピークに減少しています。今後も総

人口が減少する中で 65 歳以上人口が増

加することにより、高齢化率は上昇を続け、

令和 18 年（2036 年）には国民の 3 人に

1 人が 65 歳以上になると推計されていま

す。また、65 歳以上の一人暮らし高齢者

は男女ともに増加傾向にあります。

 

 

高齢者虐待は人権侵害・身近な問題 

 高齢者虐待は重大な人権侵害です。ま

た、特定の人や家庭で起こるものではなく、

どこの家庭でも起こりうる身近な問題で、

身体的・心理的虐待や、家族等が本人に

無断で財産を処分する経済的虐待などが

あります。 

 高齢者虐待の発生には、虐待者の性格

や人格（に基づく言動）、介護疲れ・介護ス

トレス、理解力の不足等や被虐待者の状

況として認知症の症状など様々な要因が

挙げられます。 

 一方、虐待をしている養護者本人には

虐待をしているという認識がない場合が

多く、また虐待を受けている高齢者自身

も養護者をかばう、知られたくないなどの

思いがあるため虐待の事実を訴えにくく、 

家庭内における高齢者虐待は発見しにく

い状況にあります。 

 そのため、高齢者を取り巻く様々な関係

者が高齢者虐待に対する認識を深め、虐

待の兆候に気づくことが大切で、早期発

見のために通報義務の周知や高齢者虐

待・養護者支援に関する対応窓口の周知

が必要です。 

 また、高齢者虐待の発生及び深刻化を

防止する観点から、虐待防止に関する啓

発や、在宅における一人暮らし高齢者等

に対する地域での見守りに加え、養護者

が地域で孤立することがないよう、高齢者

と同居する家族等の状況、適切な介入の

必要性等の状況を把握し、必要に応じて

適切に見守り等を行うことが必要です。
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高齢者の被害が多い特殊詐欺30
 

 特殊詐欺の認知件数の推移は、増減は

あるものの減少傾向、被害額の推移も減

少している一方で、依然として高齢者を中

心に被害が高い水準で発生しています。 

 幅広い世代に対して被害を防止してい

く社会的機運の醸成や高齢者と接する機

会の多い団体・事業者等による注意喚起

等を推進していくことが必要です。

 

 

地域包括ケアシステムの推進が必要 

 高齢化の進展に伴い、医療や介護の需

要の増加が見込まれます。このような中、

重度な要介護状態となっても住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最後ま

で続けることができるよう、医療・介護・予

防・住まい・生活支援が一体的に提供され

る地域包括ケアシステムの構築を推進し

ていくことが必要です。 

 また、今後、認知症患者の増加が見込ま

れることから、認知症高齢者の地域での

生活を支えるためにも地域包括ケアシス

テムの構築が重要となります。

 

 

年齢にかかわらず活躍できる社会環境の整備が必要 

 高齢者の体力的年齢が若くなっている

ことや、社会との関わりをもつことへの意

欲も高いことから、「高齢者を支える発想」

とともに、意欲ある高齢者の能力発揮を

可能にする社会環境を整えることが必要

です。また、高齢社会においては、価値観

が多様化する中で、学習活動や社会参加

活動を通じて、心の豊かさや生きがいの

充足の機会が求められています。そのた

め、高齢者の意欲や能力に応じた多様な

就業機会・勤務形態の確保や、知識や経

験などを生かした社会活動への参加など、

高齢者が活躍できる社会づくりが求めら

れています。また、その基礎となる健康づ

くりの推進が重要です。

 

  

                         
30 被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、不特定多

数の者から現金等をだまし取る犯罪(現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む。)の総称。 
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市の現状や取り組みなどから 

認知症への理解促進 

 認知症の人ができる限り地域のよい環

境で自分らしく暮らし続けることができる

社会の実現が求められています。 

 市では、認知症に関する正しい知識をも

って、地域や職域で認知症の人や家族を

手助けする認知症サポーターの養成を進

めています。また、各種相談窓口の周知

や認知症カフェ31の運営を支援していま

す。 

 高齢社会の中で認知症に向けた取り組

みが重要となる中、引き続き、認知症への

社会の理解を深め、認知症高齢者を支え

合う地域づくりの推進が必要です。

 

 

高齢者の健康づくりや生きがいづくりを推進 

 市では介護予防やフレイル予防などの

各種取り組みを行っています。また、シル

バー人材センターを通じた就労支援や老

人クラブへの支援を通じた社会参加の促

進等に取り組んでいます。高齢期におけ

る健やかで心豊かな生活の支援に向けて、

引き続き、高齢者の健康づくりや生きがい

づくりを推進していくことが必要です。

 

 

高齢者が安心して暮らすことができる取り組みを推進 

 市民意識調査の結果では、高齢者の人

権に対する問題意識として、経済的な問

題、消費者問題や活動・交流の場の不足

を問題と捉えている人が多く、高齢者の

経済的な自立や安心していきいきと暮ら

すことができるための取り組みが求めら

れています。

 

  

                         
31 認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有しお互いを理解し合う場 
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

高齢者の人権を尊重する教育・啓発の推進 

高齢者の人権・福祉に関する啓発 

 地域全体で互いに支え合うことができ

る社会の実現に向けて、高齢者の人

権や福祉について理解を深めることが

できるよう啓発に努めます。 

学校教育等における教育・啓発 

 学校におけるボランティア活動や高齢

者との交流等の体験活動等を通じて、

子どもへの高齢社会の課題や高齢者

に対する理解促進を図ります。 

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

高齢者の権利擁護の推進 

高齢者虐待防止等の推進 

 高齢者虐待の未然防止、早期発見・早

期対応に向けて、相談・対応窓口の周

知を図るとともに、虐待防止から個別

支援に至る各段階において関係機関

と連携し、高齢者や養護者・家族等に

対する多面的な支援体制の充実に努

めます。 

消費者被害防止等の推進 

 悪徳商法などの消費者被害の未然防

止・拡大防止を図るため、幅広い情報

提供を行うとともに、相談体制の確保

や相談機関の周知を行います。 

認知症施策の推進 

 地域全体で認知症への理解を深め、

認知症になっても本人の意思が尊重

され、住み慣れた場所で暮らし続ける

ことができる地域づくりの推進とあわ

せて、判断能力が十分でない人の権

利の保護と意思の決定の支援を推進

します。 
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相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

安心して暮らすことができる環境づくりの推進 

相談体制の充実 

 地域包括支援センター等の総合的な

相談体制とともに、関係機関や地域等

と連携し、身近な地域において気軽に

相談できる体制の充実を図ります。 

地域における見守り体制等の充実 

 関係機関と連携し、地域で高齢者を見

守る体制づくりや支援体制の充実を

図ります。 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

高齢者の社会参加の促進・健幸づくりの推進 

高齢者の社会参加の促進 

 高齢者がこれまで培ってきた知識や経

験等を生かし、社会を構成する重要な

一員として活躍できるよう、就業機会

の確保や地域・学習活動への参加支

援等を通じて高齢者の社会参加の促

進を図ります。 

生きがいづくりの推進 

 身近な地域での活動の場や通いの場

などを通じて、高齢者同士の交流の確

保・充実や仲間づくりの機会の創出を

図り、社会参加の促進や生きがいづく

りを推進します。 

健幸づくりの推進 

 生涯にわたり健やかで充実した生活

を送ることができるよう、様々な機会

を通じて、介護予防、フレイル予防や

認知症予防などの健康づくりを推進し

ます。 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

高齢者のための国連原則(平 3) 

 自立、参加、ケア、自己実現、尊厳の 5 つの領

域における高齢者の地位について、普遍的な基

準を設定したものです。 

 

 

法律など  

老人福祉法(昭 38) 

 高齢者福祉の原理を明らかにし、高齢者の心

身の健康保持や生活の安定に係る措置を講じ、

高齢者の福祉を図ることを目的としたものです。 

 

 

高年齢者雇用安定法32(昭 48) 

 働く意欲がある誰もが年齢にかかわりなく、そ

の能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活

躍できる環境整備を図るものです。 

 

 

高齢社会対策基本法(平 7) 

 あるべき高齢社会の姿を明らかにするとともに、

高齢社会対策の基本的方向を示すことにより、

高齢社会対策を推進するためのものです。 

                         
32 高齢者等の雇用の安定等に関する法律 

33 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

 

介護保険法(平 9) 

 高齢者の医療費増大等を背景に、高齢者の介

護を社会全体で支え合う仕組みである介護保

険を規定したものです。 

 

 

高齢者住まい法(平 13) 

 高齢者の居住の安定の確保を図り、福祉の増

進に寄与することを目的としたもので、サービス

付き高齢者向け住宅事業等を規定しています。 

 

 

高齢者虐待防止法33(平 17) 

 高齢者の権利利益の擁護に資することを目的

に、高齢者虐待防止とともに早期発見・早期対

応の施策を促進することとしています。 
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バリアフリー法34(平 18) 

 高齢者や障がい者が肉体的・精神的に負担な

く移動できるように、街や建物のバリアフリー化

を促進することを目的としたものです。 

 

 

成年後見制度利用促進法35(平 28) 

 成年後見制度が十分に利用されていないこと

を踏まえ、成年後見制度の利用促進に係る基本

理念等を定めたものです。 

 

ユニバーサル社会実現推進法36(平 30) 

 ユニバーサル社会37の実現に向けた諸施策を

総合的かつ一体的に推進することを目的とした

ものです。 

 

  

                         
34 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

35 成年後見制度の利用の促進に関する法律 

36 ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律 

37 障がいの有無、年齢等にかかわらず、国民一人ひとりが社会の対等な構成員として、その尊厳が重んぜられるとともに、社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会の確保を通じてその能力を十分に発揮し、国民一人ひとりが相互に人格と個性を

尊重しつつ支え合いながら共生する社会（ユニバーサル社会実現推進法第 2 条第 1 項第 1 号） 
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月間・週間・運動など  

世界高齢者虐待啓発デー 

時期：6 月 15 日 

 高齢者虐待に反対を表明するとともに、虐待

防止のための取り組みを啓発することを目的と

した国際デーです。 

 

 

健康増進普及月間 

時期：9 月 

 生活習慣病の特性や個人の生活習慣の改善

の重要性についての理解を深め、健康づくりの

実践を促進することを目的としています。 

 

 

世界アルツハイマーデー/月間 

時期：9 月 21 日/9 月 

 アルツハイマー病等に関する認識を高め、世

界の患者と家族に援助と希望をもたらすことを

目的としています。 

 

 

老人の日/週間 

時期：9 月 15 日/9 月 15 日～21 日 

 高齢者の福祉について関心と理解を深めると

ともに、高齢者に対して自らの生活の向上に努

める意欲を促すことを目的としています。 

 

国際高齢者デー 

時期：10 月 1 日 

 高齢者の権利や高齢者差別、高齢者虐待撤廃

などの意識向上を目的とした国際連合加盟国が

定める国際デーです。 

 

 

高年齢者就業支援月間 

時期：10 月 

 事業主だけでなく広く国民に対して、高齢者の

雇用問題についての理解と協力を得ることを目

的としたものです。 

 

 

介護の日 

時期：11 月 11 日 

 介護についての理解と認識を深めることなど

を目的に、高齢者や障がい者等に対する介護に

係る啓発を重点的に実施する日です。 

 

 

福祉人材確保重点実施期間 

時期：11 月 4 日～17 日 

 福祉・介護サービスについての理解を深めると

ともに、福祉人材の確保・定着を図ることを目的

としています。 
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障がい者の人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

共生社会の実現が必要 

 障がいを心身の機能の障がいにのみに

起因し個人の問題として捉える「個人モデ

ル」による従来の考え方から、障がい者が

日常生活や社会生活において受ける制限

は、心身の機能の障がいのみに起因する

ものではなく、社会における様々な障壁に

よるものとする「社会モデル」の考え方に

発展しています。このような視点も踏まえ、

すべての人が障がいの有無により分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現を目

指していくことが必要です。

 

 

障がいを理由とする差別解消の推進が必要 

 障がいを理由とする差別については、一

人ひとりの障がいに関する知識・理解の

不足、意識の偏りに起因する面が大きい

と考えられます。そのため、障がいに対す

る関心と理解を深めるとともに、合理的配

慮の提供38等の促進や障がいを理由とす

る差別の解消を妨げている様々な要因の

解消を図るための啓発が必要です。

 

 

障がい者虐待防止の推進が必要 

 障がい者に対する虐待はその尊厳を害

するものであり、障がい者の自立と社会

参加にとって障がい者虐待の防止を図る

ことが極めて重要です。 

 障がい者への虐待は家族などの養護者、

障がい者福祉施設の職員、障がい者を雇

用する事業主など様々で、身近な問題で

もあります。 

 障がいや障がい者虐待に関する正しい

理解の普及を図ることなどによる未然防

止、虐待の通告義務の周知や関係機関と

の連携・協力による早期発見・早期対応な

どが求められています。

  

                         
38 障がい者等から、社会にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要としているとの意思が伝えられた時に、負担が重

すぎない範囲で対応すること 
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様々なバリア（社会的障壁）が存在 

 障がい者が直面するバリアには、公共交

通機関などにおける移動面で困難をもた

らす「物理的バリア」、社会のルールなどに

より能力以前の段階で機会の均等を奪わ

れる「制度的なバリア」、情報の伝え方が

不十分であるために、必要な情報が平等

に得られない「文化・情報のバリア」、周囲

からの差別・偏見や無関心など障がい者

を受け入れない「意識上のバリア」があり、

障がい者の社会参加を困難にしています。

これらのバリア解消に向けてハード・ソフト

両面での取り組みを進めていくことが必

要です。

 

 

特別な支援を受ける児童生徒は増加傾向 

 少子化により学齢期の児童生徒数が減

少する中、通常の学級に在籍しながら通

級による指導を受ける児童生徒、特別支

援学級や特別支援学校に在籍する児童

生徒数は増加しています。 

 特別支援教育は、障がいのある子ども

の能力や可能性を最大限に伸ばし、自立

や社会参加に必要な力を培うため、一人

ひとりの教育的ニーズに応じ、多様な学び

の場において適切な指導や必要な支援を

行うことが求められています。 

 また、乳幼児健診等で発達上の課題や

その疑いが見られる場合、早期から医療

や療育との連携が有効であることや、卒

業後の生涯学習や余暇活動の充実により

社会参加の促進や生活を豊かにする観点

等から、就学前や卒業後も含め関係機関

と連携して切れ目のない支援を行うこと

が重要です。

 

 

身近な地域で安心して暮らすことができる体制整備が必要 

 障がいの有無にかかわらず社会参加や

様々な活動を行うことができるとともに、

障がい者が身近な地域で安心して暮らす

ことができる社会の実現が求められてい

ます。 

 そのため、障がい者の自立や社会参加

の支援、生活を支えるための様々な機能

整備など、障がい者の生活を地域全体で

支える体制の整備が必要です。
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市の現状や取り組みなどから 

障害関連計画の推進が必要 

 市では、障害者基本法に基づく「羽島市

障害者計画」、障害者総合支援法に基づ

く「羽島市障害福祉計画」、児童福祉法に

基づく「羽島市障害児福祉計画」を関連づ

けて策定し、障がい者の自立と社会参加

の促進、地域生活を支援するためのサー

ビス基盤等の整備の推進、障がい児サー

ビス等の提供の円滑な実施に努めていま

す。 

 障がいの重度化や高齢化等に伴い、福

祉ニーズが多様化する中、引き続き、同プ

ランに基づき、障がい福祉施策を推進して

いくことが必要です。

 

 

手で語ろう手話言語条例の施行 

 市では手話が言語であるとの認識に基

づき、手話の理解と普及の促進を図り、手

話で意思疎通しやすい環境を構築し、全

ての市民が共生する地域社会の実現を目

的に、「羽島市手で語ろう手話言語条例」

を制定・施行しました。今後も手話に対す

る市民の理解を促進し、手話の普及や手

話を使用しやすい環境を整備するための

施策を推進していくことが必要です。

 

 

バリア（社会的障壁）の解消に向けた取り組みを推進 

 市民意識調査の結果では、障がい者の

人権に対する問題意識として、意識上の

バリアや物理的バリアのほか、就労におけ

る不利益な取扱いを問題と捉えている人

が多く、心のバリアフリー39の推進や公共

施設等のバリアフリー化の推進のほか、

障がい者に対する不当な差別的取扱いの

禁止や合理的配慮の提供に関する理解

促進等の取り組みが求められています。

 

  

                         
39 様々な心身の特性や考え方をもつすべての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合うこと 



第 3 章 分野別施策の方向性 | 障がい者の人権 

 

38 

 

施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

障がい者の人権を尊重する教育・啓発の推進 

障がい者に対する理解促進 

 すべての市民が障がいの有無により

分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社

会を目指して、障がい者に対する理解

の促進に努めます。 

障がいへの理解を深める教育の推進 

 障がいのある子どもと障がいのない

子どもや、地域の障がいのある人とが

触れ合い、共に活動する交流や共同

学習を通じて、豊かな人間性の育成や

相互に尊重し合う大切さを学ぶ契機と

します。 

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

障がい者の自立した暮らしを支える相談・支援の充実 

障がい者虐待防止等の推進 

 障がい者虐待の未然防止、早期発見・

早期対応に向けて、通報窓口の周知

を図るとともに、虐待防止から個別支

援に至る各段階において関係機関と

連携し、障がい者や養護者・家族等に

対する多面的な支援体制の充実に努

めます。 

雇用促進・就労支援の推進 

 働く意欲がある障がい者が適正に応

じて能力を十分に発揮することができ

るよう、関係機関と連携して多様な就

労機会の確保に向けた支援や障がい

者雇用の促進に向けた啓発に努めま

す。 

相談支援体制の充実 

 障がい者が自立した日常生活や社会

生活を送ることができるよう、基幹相

談支援センターを中心に関係機関と

連携して、障がいの種別や様々なニー

ズに対応した総合的・専門的な相談支

援体制の充実に努めます。
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相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

障がいをもつ子どもの学びや育ちの環境の充実 

ニーズに応じた支援の充実 

 インクルーシブ教育システム40の理念

を踏まえ、一人ひとりのニーズに応じ

たきめ細やかな支援に努めるとともに、

学習指導の充実に向けた体制づくりを

推進します。 

切れ目のない支援体制の充実 

 保健、福祉、医療等の関係機関と連携

して、特別な支援を必要とする子ども

への就学前も含めた切れ目のない支

援体制の充実に努めます。 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

障がい者の社会参加の促進 

多様な活動の場の充実 

 障がい者の日中活動を支援するため、

創作的な活動や生産活動などの機会

の提供のほか地域社会との交流促進

など、多様な活動の場の充実に努めま

す。 

スポーツ・文化芸術活動等の推進 

 障がい者がスポーツや文化芸術活動

に親しむことができる機会の拡充を図

るとともに、障がい者スポーツの普及

やレクリエーション活動を通じて、地域

における交流等の充実を図ります。 

バリアフリー等の推進 

 障がいの有無にかかわらず、誰もが安

心して生活することができるように、バ

リアフリーやユニバーサルデザインに

配慮した社会基盤整備のほか、情報

アクセシビリティの向上やコミュニケー

ション支援等の充実に努めます。 

 

関連する SDGs のゴール 

       

                         
40 障害者がその能力等を最大限に発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能にする目的のもと、障がいのある人と

障がいのない人が共に学ぶ仕組み 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

障害者権利条約41(平 3) 

 障がい者の人権や基本的人権の享受を確保

し、障がい者の固有の尊厳の尊重を促進するこ

とを目的に国連総会で採択されたものです。 

 

 

法律など  

身体障害者福祉法(昭 24) 

 身体障がい者の自立と社会経済活動への参

加を促進するため、援助や保護により身体障が

い者の福祉の増進を目的としています。 

 

 

精神保健福祉法42(昭 25) 

 精神障がい者の社会復帰の促進、自立と社会

経済活動の参加の促進のため、援助等により精

神障がい者の福祉の増進等を目的としています。 

 

 

知的障害者福祉法(昭 35) 

 知的障がい者の自立と社会経済活動への参

加を促進するため、援助や保護により知的障が

い者の福祉を図ることを目的としています。 

                         
41 障害者の権利に関する条約 

42 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

43 障害者の雇用の促進等に関する法律（改正前の身体障害者雇用促進法は昭和 35 年に制定） 

 

障害者雇用促進法43(昭 62) 

 障がい者の職業の安定を図ることを目的とし、

差別の禁止や合理的配慮の提供義務、障がい

者の雇用義務等について定めています。 

 

 

障害者基本法(平 5) 

 障害者権利条約の理念を踏まえた障がい者の

定義、障がい者の自立と社会参加の支援、障が

い者差別の禁止等について定めています。 

 

 

身体障害者補助犬法(平 14) 

 身体障がい者が施設等の利用にあたり、盲導

犬等を同伴できるようにするなどして、身体障が

い者の社会参加等の促進を図るものです。 
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発達障害者支援法(平 16) 

 既存の障がい者福祉制度の谷間に置かれ、対

応が遅れがちであった発達障害の早期発見・支

援について定めたものです。 

 

 

バリアフリー法44(平 18) 

 高齢者や障がい者が肉体的・精神的に負担な

く移動できるように、街や建物のバリアフリー化

を促進することを目的としたものです。 

 

 

障害者虐待防止法45(平 23) 

 障がい者に対する虐待の防止や養護者に対す

る支援などの取り組みを促進し、障がい者の権

利利益の擁護を図ることを目的としています。 

 

 

障害者優先調達推進法46(平 23) 

 障がい者の経済的な自立を促進するため、行

政機関等が障害者就労施設等からの物品等の

調達を推進することを定めたものです。 

                         
44 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

45 障害者虐待の防止、障がい者の養護者に対する支援等に関する法律 

46 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律 

47 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年に制定された障害者自立支援法を改正） 

48 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

49 障害者による文化芸術活動の推進に関する法律 

50 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律 

 

障害者総合支援法47(平 25) 

 障がい者・児が基本的人権を享受する個人と

しての尊厳にふさわしい日常生活や社会生活を

送るために、必要な支援等を定めたものです。 

 

 

障害者差別解消法48(平 25) 

 障がいの有無により分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら、共生す

る社会の実現を目的としたものです。 

 

 

障害者文化芸術推進法49(平 30) 

 文化芸術活動を通じた障がい者の個性・能力

の発揮や社会参加の促進を図ることを目的とし

たものです。 

 

 

読書バリアフリー推進法50(令 1) 

 障がいの有無にかかわらず、すべての人が読

書による文字・活字文化の恩恵を受けられるよ

うにすることを目的としたものです。 
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医療的ケア児支援法51(令 3) 

 医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、

その家族の離職を防止することで、安心して子

どもを生み、育てることができる社会の実現を目

的としたものです。

 

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケー

ション施策推進法52(令 4) 

 障がい者が様々な分野の活動に参加する上で

重要となる、情報の十分な取得や円滑な意思疎

通の取り組みを推進することを定めたものです。 

 

月間・週間・運動など  

世界自閉症啓発デー 

時期：4 月 2 日 

 自閉症への理解促進を図ることを目的とした

国際デーです。「癒し」や「希望」を表す青色を自

閉症のシンボルカラーとしています。 

 

 

発達障害啓発週間 

時期：4 月 2 日～8 日 

 世界自閉症啓発デーから 8 日までを同週間と

し、自閉症をはじめとする発達障がいへの理解

促進のために集中啓発を行います。 

 

 

障害者支援雇用月間 

時期：9 月 

 事業主だけでなく広く国民に障がい者雇用の

機運を醸成するとともに、障がい者の職業的自

立を支援することを目的としています。 

 

 

手話言語の国際デー 

時期：9 月 23 日 

 ろう者の人権が完全に保障されるよう社会全

体で手話言語についての意識を高めることを目

的とした国際デーです。

 

福祉人材確保重点実施期間 

時期：11 月 4 日～17 日 

 福祉・介護サービスについての理解を深めると

ともに、福祉人材の確保・定着を図ることを目的

としています。 

 

 

国際障害者デー 

時期：12 月 3 日 

 障がいに関わる課題への意識向上やすべての

人が参加できる社会がもたらす恩恵に焦点をあ

てることを目的とした国際デーです。 

 

 

障害者週間 

時期： 12 月 3 日～9 日 

 障がい者の福祉への関心と理解を深め、障が

い者があらゆる分野の活動に積極的に参加す

る意欲を高めることを目的としたものです。 

 

 

世界点字デー 

時期： 1 月 4 日 

 コミュニケーション手段としての点字の重要性

に対する認識を高めることを目的とした国際デ

ーです。 
 

                         
51 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律 

52 障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律 
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部落差別（同和問題） 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

部落差別（同和問題）は日本固有の人権問題 

 部落差別（同和問題）は、日本社会の歴

史的過程で形作られた身分差別により、

一部の人々が長い間、経済的、社会的、

文化的に低い状態に置かれることを強い

られ、同和地区・被差別部落などと呼ばれ

る特定の地域出身であることなどを理由

に、結婚の反対や就職などの日常生活の

上で差別を受けるなどしている日本固有

の人権問題です。

 

 

現在も存在する部落差別（同和問題） 

 昭和 44 年以降、同和対策に関する特

別措置法に基づき、国を挙げて様々な対

策を行ってきた結果、同和地区（被差別部

落）における生活環境は大きく改善されま

した。 

 しかし、就職における差別をはじめ、差

別発言や差別落書き、差別につながる身

元調査など現在もなお部落差別（同和問

題）は存在しています。また、交際・結婚相

手が旧同和地区出身者であるか否か気

にするなど、心理面における偏見や差別

意識も依然として残っており、部落差別

（同和問題）に対する正しい理解の普及に

向けた教育・啓発が重要です。

 

 

インターネットによる部落差別（同和問題）事案が増加 

 特定の地域を同和地区であるとする情

報発信や特定の個人に対する誹謗中傷な

ど、インターネットによる部落差別の事案

が増加しています。一般的な興味・関心に

より部落差別に関する情報をインターネッ

ト上で閲覧した人であっても、インターネ

ット上で部落差別に関する誤った情報や

偏見・差別をあおる情報に接することによ

り、差別意識を植え付けられることもあり

得ることから、プロバイダ等への削除要請

など関係機関と連携した適切な対応が必

要です。
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部落差別（同和問題）の解消を阻むえせ同和行為 

 機関紙・図書等の購入の強要や寄附金・

賛助金の強要など、部落差別（同和問題）

を口実にして企業や官公署等に不当な利

益や義務のないことを求めるえせ同和行

為は、部落差別（同和問題）に対する誤っ

た認識を植え付け、偏見や差別を助長す

る要因となっており、部落差別（同和問題）

の解決を阻害するものです。 

 安易な妥協は、被害の拡大と差別の助

長につながります。部落差別（同和問題）

の解決に向けて、えせ同和行為に対して

毅然とした態度で要求を拒否することが

求められています。

 

 

市の現状や取り組みなどから 

本人通知制度の運用 

 住民票の写し等を代理人や第三者に交

付した場合に、事前に登録した本人に通

知する本人通知制度を運用し、個人情報

の不正請求や不正取得の防止に努めて

います。

 

 

部落差別（同和問題）に対する認識を高めることなどが必要 

 民意識調査の結果では、部落差別（同

和問題）に対する問題意識や考え方とし

て、「わからない」とする回答が最も多く、

部落差別（同和問題）に対して認識を高め

ることが必要です。 

 また、部落差別（同和問題）が存在する

理由として、部落差別（同和問題）に対す

る無関心や無知などを挙げており、正しい

理解を深め、部落差別（同和問題）解消へ

の意識を醸成していくことが求められて

います。 
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

部落差別（同和問題）の解消に向けた教育・啓発の推進 

部落差別（同和問題）に関する啓発 

の推進 

 部落差別（同和問題）に対する偏見や

差別の解消に向けて、部落差別（同和

問題）への正しい認識と理解を深める

ための啓発を推進します。 

部落差別（同和問題）に関する教育 

の推進 

 学校教育における部落差別（同和問

題）に関連する学習を通じて、人権感

覚の育成や人権を守ろうとする意識、

意欲、態度の向上等に努めます。 

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

部落差別（同和問題）に関する相談体制の整備 

相談しやすい環境の整備 

 市における人権相談の開催や、法務

局における人権相談等の周知を図り、

相談しやすい環境の整備に努めます。 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

部落差別（同和問題）への適切な対応 

えせ同和行為の排除 

 部落差別（同和問題）に対する正しい

認識と理解を深め、関係機関と連携し

て、えせ同和行為の未然防止に努め

ます。 

人権侵害事案に対する対応 

 部落差別（同和問題）に起因する就職

差別やインターネット上での差別等の

人権侵害事案に迅速に対応できるよ

う、国の機関や県等と連携・協力を図

ります。 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

法律など  

同和対策事業特別措置法(昭 44) 

 同和問題解決のために初めて国と地方公共団

体の責務を定め、同和地区住民に対する不当な

差別と偏見を排除し、社会的・経済的地位の向

上を阻む諸要因を解消することを目的とした時

限立法で、昭和 57 年 3 月に失効しました。同

法は地区内の生活環境の改善、社会福祉の増

進、産業の振興、地区住民の職業の安定、教育

の充実、人権擁護活動の強化を図るなどの措置

が規定されました。 

 

 

地域改善対策特別措置法(昭 57) 

 同和対策事業特別措置法の失効に伴い、同法

を引き継ぐ新たな法律として制定された時限立

法で、昭和 62 年 3 月に失効しました。 

 

地域改善対策特定事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律(昭 62) 

 地域改善特別措置法の失効に伴い、同法を引

き継ぐ新たな法律として制定された時限立法で

す。同和対策特別措置法の施行から地対財特

法の失効まで 33 年間にわたり行われた特別対

策としての同和対策事業はすべて終了しました。
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外国人の人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

在留外国人53は増加傾向 

 日本全体における在留外国人は、リーマ

ンショックや東日本大震災の影響による

一時的な減少やその後の新型コロナウイ

ルス感染症の影響による減少はあるもの

の増加傾向にあります。 

 また、留学生の日本企業への就職支援

の強化や外国人材の受入れ促進などを背

景に、外国人労働者や外国人労働者を雇

用する事業所数も増加しています。

 

 

外国人をめぐる様々な人権問題が発生 

 言語、宗教、文化、習慣等の違いから、

就労における不当な取り扱いや外国人で

あることを理由にアパートへの入居を拒

否されるなどの人権問題が発生していま

す。 

 また、特定の民族や国籍の人々を排斥

する趣旨の差別的言動、いわゆるヘイトス

ピーチについてインターネット上も含め、

依然として行われています。ヘイトスピー

チは、攻撃の対象となる人たちにとって、

悲しみや恐怖、不安感などを抱かせたり、

人としての尊厳を傷つけたりするもので

す。ヘイトスピーチは許されるものではな

いという意識を社会に浸透させていくこと

が必要です。 

 学校、職場、地域など社会の様々な場面

における外国人に対する偏見や差別をな

くしていくために、文化等の多様性を認め、

外国人の生活習慣等を理解・尊重すると

ともに、互いの人権に配慮した行動が必

要です。 

 

  

                         
53 中長期在留者と特別永住者の合計 
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多文化共生の取り組みを推進していくことが重要 

 外国人住民の増加や国籍の多様化、定

住化の傾向、日本語指導が必要な児童生

徒の増加や災害発生時に被災する外国

人の増加など、外国人を取り巻く状況は

変化しています。このような中、外国人住

民が地域住民とともに日常生活や社会生

活を安心して送ることができる環境が求

められています。そのため、国籍や民族の

異なる人々が互いの文化的違いを認め合

い、対等な関係を築こうとしながら、地域

社会の構成員として共に生きていく「多文

化共生」の取り組みを推進していくことが

重要です。

 

 

市の現状や取り組みなどから 

市における外国人人口は概ね横ばい 

 市における外国人人口は年により増減

はあるものの、概ね 1100～1300 人台で

推移54しており、国籍別では中国人やベト

ナム人、フィリピン人、韓国人が多い状況

となっています。

 

 

関係機関と連携した取り組みを推進 

 市では、国際交流協会と連携して、日本

語学習の支援や外国文化に親しむ活動に

取り組んでいます。今後も外国人住民が

増加することが予想される中、引き続き多

文化共生に関する取り組みを推進してい

くことが必要です。

 

 

外国人への理解促進などが必要 

 市民意識調査の結果では、外国人の人

権に対する問題意識として、外国人に対

する理解が不十分であることや、地域社

会で受け入れられにくいことを問題として

捉えている人が多く、外国人への理解促

進や多文化共生の地域づくりが求められ

ています。

  

                         
54 平成 28 年～令和 3 年（各年 10 月 1 日） 
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

外国人の人権を尊重する教育・啓発の推進 

外国人の人権に関する啓発の推進 

 文化、習慣や価値観などの違いから

生じる外国人に対する偏見や差別を

なくすための啓発を推進します。 

国際理解教育の推進 

 異文化に対する理解や、異なる文化を

もつ人々と共に協調して生きていく態度

などを育成する国際理解教育を推進し

ます。

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

関係機関と連携した相談・支援の充実 

外国人に対する相談体制の整備 

 外国人住民が必要な行政・生活情報

を入手し、地域生活で生じる様々な問

題について相談できるよう、相談機関

の周知等を図ります。 

コミュニケーション支援の充実 

 関係機関と連携・協力して、日本語を

学習する機会の提供や市役所窓口等

におけるやさしい日本語を含めた多言

語対応の体制整備に努めます。 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

多文化共生に向けた環境づくりの推進 

多文化共生に係る意識醸成 

 様々な違いを認め誰もが地域社会の一

人として安心して生活することができる

よう、啓発等により多文化共生の地域づ

くりに係る意識の醸成に努めます。 

多文化共生の場づくりの充実 

 多文化共生への理解が深まるよう、関

係機関の支援や連携を通じて、異文化

を学ぶ機会や様々な交流等の充実を図

ります。 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

人種差別撤廃条約(昭 40) 

 人権や基本的自由の平等を確保するため、人

種や皮膚の色等に基づくあらゆる形態の人種差

別を撤廃することを目的としたものです。 

 

難民の地位に関する条約（昭 26） 

 難民の法的地位が包括的に定義され、難民

の取り扱いに関する最小限の人道的基準を

設定したものです。 

 

法律など  

出入国管理及び難民認定法（昭 26） 

 日本に出入国するすべての人の出入国の公正

な管理を図るとともに、難民の認定手続を整備

することを目的としたものです。 

 

ヘイトスピーチ解消法55（平 28） 

 本邦外出身者（外国人）に対する不当な差別

的言動の解消に向けた取組を推進することを目

的としたものです。 

 

月間・週間・運動など  

対話と発展のための世界文化多様性デー 

時期：5 月 21 日 

 文化の多様性の価値をより深く理解し、その保

護と発展、文明間の対話を促進することを目的

とした国際デーです。 

 

 

外国人労働者問題啓発月間 

時期：6 月 

 労働条件などルールに則った外国人の雇用や

外国人労働者の雇用維持・再就職援助などの周

知や啓発を目的としたものです。 

                         
55 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律 

 

共生社会の実現に向けた適正な外国人 

雇用推進月間 

時期：6 月 

 共生社会の実現に向けた適正な外国人雇用

推進や不法就労防止に関する啓発を目的とした

ものです。 

 

ヘイトスピーチと闘う国際デー 

時期：6 月 18 日 

 多様性と包摂性の尊重をさらに促進すること

でヘイトスピーチを阻止し、終わらせるために行

動を呼びかける国際デーです。 
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世界難民の日 

時期：6 月 20 日 

 難民の保護と支援に対する世界的な関心を高

め、国連機関等による活動に理解と支援を深め

ることを目的とした国際デーです。 

 

 

ネルソン・マンデラ国際デー 

時期：7 月 18 日 

 アパルトヘイト政策56の撤廃に尽力したネルソ

ン・マンデラの誕生日で、他者に尽くすための時

間を取ることにより自分たちが暮らし働くコミュ

ニティに変化をもたらすよう行動を呼びかける

国際デーです。 

 

アフリカ系の人々の国際デー 

時期：8 月 31 日 

 世界中に散らばるアフリカ系の人々に対する

あらゆる形態の差別を終わらせることを目的と

した国際デーです。 

 

 

国際人種差別撤廃デー 

時期 3 月 21 日 

 南アフリカにおけるアパルトヘイト政策に反対

するデモ行進で警官隊の発砲による死亡事件

（昭和 35 年 3 月 21 日）が発生したことを踏ま

えて制定された国際デーです。

 

  

                         
56 南アフリカ共和国が 1948 年から 1990 年代初めまで実施した、法によって定められた人種隔離と差別の制度 
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感染症患者等に関する人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

感染症に関する様々な人権問題が発生 

 HIV（ヒト免疫不全ウイルス）、肝炎、ハ

ンセン病、新型コロナウイルス感染症等、

感染症に対する知識や理解の不足から、

日常生活、職場、医療現場など社会生活

の様々な場面で、差別やプライバシー侵

害などの人権問題が発生しています。

 

 

HIV やエイズに関する正しい知識と理解が必要 

 HIV は、性的接触に留意すれば、日常

生活で感染する可能性はほとんどなく、ま

た、治療法の進歩により、仮に HIV に感

染したとしても、早期発見・早期治療を適

切に行うことで、エイズの発症を予防し、

他人への感染リスクも大きく低下させるこ

とができます。 

 しかし、正確な情報が十分には伝わって

おらず、原因不明で有効な治療法がなく

死に至る病であった時代の認識にとどま

っている場合が少なくありません。そのこ

とが、感染を心配する人たちを検査や治

療から遠ざけ、偏見や差別を招く一因と

なっていることから、HIV に対する正しい

知識と理解が必要です。 

 

 

肝炎に関する正しい知識と理解が必要 

 肝炎は、肝臓の細胞が傷つけられ、その

働きが損なわれる病気で、多くはＢ型肝炎

ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルスに起因するも

のです。Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルスに感染し

た後、そのまま放置すれば、慢性化して肝

炎になり、肝硬変や肝がんといった重篤な

疾患へと進行するおそれがありますが、必

要な検査や適切な治療により、進行を抑

えることができます。 

 普段の生活の中で感染することはありま

せんが十分に理解されていない結果とし

て、偏見や差別に苦しんでいる肝炎ウイル

ス感染者や患者も少なくないため、正しい

知識を普及し、肝炎患者等の人権を尊重

するためにはどのようにふるまうべきかを

考え、学ぶことが重要です。 
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ハンセン病に関する正しい知識や元患者等がおかれている現

実の理解が必要 

 ハンセン病は、「らい菌」に感染すること

で起こる感染症ですが、「らい菌」の感染

力は弱く、非常に伝染しにくい病気です。

仮に感染したとしても発病することは極め

てまれで、現在では治療法も確立してい

るため、万一発病しても、早期に発見し適

切な治療を行えば後遺症が残ることもあ

りません。 

 しかし、日本における過去の施設入所政

策により、ハンセン病は恐ろしいというイメ

ージが助長され、ハンセン病患者・元患者

やその家族は、社会からのいわれのない

偏見や差別の対象となってきました。今も

なお社会に残る偏見や差別を解消するた

めには、ハンセン病問題に関する正しい知

識と、元患者やその家族の方々がおかれ

ている現実を理解することが必要です。 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関する正確な情報の入手が必要 

 新型コロナウイルス感染症に関して、イ

ンターネット上での氏名や行動の特定・公

表や過剰な避難など感染者やその家族に

対する偏見や差別、サービスの提供拒否

や行事への参加拒否など医療従事者やそ

の家族に対する偏見や差別が発生してい

ます。さらに、感染者と同じ地域に居住し

ていることを理由に偏見や差別の対象と

なるなどの思い込みや過剰な反応による

偏見や差別が発生しています。 

 また、新型コロナワクチン接種が進む中、

新型コロナワクチン接種を受けていない

人への偏見や差別も発生しています。 

 新たな情報等が日々変化する中、新型

コロナウイルス感染症に関する正しい知

識や情報に基づく行動が必要です。 

 

 

市の現状や取り組みなどから 

感染症に関する正しい知識の普及や啓発の推進が必要 

 市民意識調査の結果では、感染症患者

等の人権に関する問題意識として、偏見

や誹謗中傷のほか、不当な差別的取り扱

いを問題として捉えている人が多く、感染

症に対する正しい知識の普及や感染症患

者やその家族等が不当な差別につながら

ないようにするための啓発が求められて

います。
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

感染症に関する正しい知識の普及や理解の促進 

感染症に関する啓発の推進 

 感染症患者等に対する偏見や差別を

なくすため、感染症に関する正しい認

識や理解を深める啓発を推進します。 

感染症に関する教育の推進 

 学校教育等を通じて、感染症に関する

正しい知識を普及し、感染症に関連した

人権に対する意識の醸成を図ります。 

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

感染症患者等の安心を守る相談体制の整備 

感染症に関する相談機関等の周知 

 感染症に関する不安や悩みに対応す

る相談機関の周知や支援体制の情報

提供に努めます。 

 

 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

感染症予防等の推進 

早期発見・早期治療の推進 

 早期発見や早期治療に関する情報提

供などについて関係機関と連携・協力

した取り組みを推進します。 

 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

法律など  

らい予防法（昭 28） 平成 8 年に廃止 

 すべてのハンセン病患者の隔離を目指した「癩

予防法」を改正したもので、特効薬が開発され

たものの患者隔離は続けられました。 

 

 

エイズ予防法57（平 1） 

 エイズのまん延防止のためにエイズ予防に関

し必要な措置を定めたもので、エイズに関する

正しい知識の普及等を国等の責務としています。 

 

 

感染症法58（平 10） 

 感染症予防やまん延防止を目的とし、感染症

患者等が置かれている状況を深く認識し、人権

を尊重した施策の推進を基本理念としています。 

 

ハンセン病問題基本法59（平 20） 

 ハンセン病患者であった人たちやその家族の

福祉の増進、名誉の回復等のための措置により、

ハンセン病問題の解決を図るためのものです。 

 

 

肝炎対策基本法（平 21） 

 肝炎患者等の人権尊重や肝炎患者等であるこ

とを理由に差別されないように配慮した肝炎対

策の推進を目的としています。 

 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平 24） 

 令和 3 年の改正により新型インフルエンザ等

患者等に対する差別的取扱い等の防止に係る

啓発など、国等の責務が規定されました。 

 

 

  

                         
57 後天性免疫不全症候群の予防に関する法律 

58 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

59 ハンセン病問題の解決の促進に関する法律 
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月間・週間・運動など  

HIV 検査普及週間 

時期：6 月 1 日から 7 日 

 HIV 検査の利用機会の拡大や検査・相談体制

に係る情報提供など HIV 検査の普及・浸透を図

ることを目的としたものです。 

 

 

世界肝炎デー 

時期：7 月 28 日 

 世界的レベルでのウイルス性肝炎のまん延防

止と患者・感染者に対する差別・偏見の解消や

感染予防の推進を図るための国際デーです。 

 

 

日本肝炎デー 

時期：7 月 28 日 

 肝炎の病態や知識、予防、治療に係る正しい

理解が進むよう普及・啓発を行い、肝炎ウイルス

検査の受検促進を目的としたものです。 

 

肝臓週間 

時期：7 月 25 日から 31 日 

 日本肝炎デーである 7 月 28 日を含む 1 週間

を同週間として、各地域で啓発イベントを実施す

るものです。 

 

 

世界エイズ・デー 

時期：12 月 1 日 

 世界レベルでのエイズのまん延防止と患者・感

染者に対する差別・偏見の解消を目的とした国

際デーです。
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インターネットによる人権侵害 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

インターネット、スマートフォンや SNS60の普及 

 インターネットは、その普及とともに様々

な分野にサービスが浸透し、私たちの生

活の利便性向上に欠くことができないツ

ールとなっています。 

 また、スマートフォンの世帯保有率の増

加や他の端末と比べてスマートフォンによ

るインターネット利用率が高いこと、SNS

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

利用者の増加など、スマートフォンの普及

やモバイル端末によるインターネット利用

の拡大、SNS の普及が進んでいます。 

 このような状況も踏まえ、インターネット

は多くの人にとってなくてはならない手軽

で身近なコミュニケーションツールとなっ

ています。

 

 

子どもを取り巻くインターネット利用環境等の変化 

 動画投稿・共有サイトの利用、オンライン

ゲームの利用や SNS の利用など子ども

にとってもインターネットは身近なものとな

っています。また、GIGA スクール構想に

よる一人一台端末の整備やオンラインを

活用した授業の実施など学習面でのイン

ターネットの活用が増えています。 

 他方、インターネットやスマートフォンの

普及に伴い、インターネット利用の低年齢

化やインターネット利用時間の長時間化

が進んでいます。また、様々なサービスや

機器の出現等により、子どもが安全に安

心してインターネットを活用するために必

要なリテラシー（能力）は多様化していま

す。 

 このようなことから、家庭における適切

な生活習慣の定着やインターネットを適切

に活用する能力の向上が求められていま

す。 

 

  

                         
60 登録された利用者同士が交流できる web サイトの会員制サービス 
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インターネットによる人権侵害問題は深刻化 

 インターネットの普及に伴い、匿名性や

情報発信の容易さから、個人に対する誹

謗中傷や差別を助長する表現の掲載、個

人情報の無断掲載等のプライバシーの侵

害など、人権に関わる様々な問題が発生

しています。 

 また、小学生や中学生などの青少年のイ

ンターネット利用が増加している一方で、

SNS 等を利用した誹謗中傷や違法ダウ

ンロードなど、子どもが加害者や被害者に

なり、トラブルに巻き込まれる事案も発生

しています。 

 SNS に起因した児童ポルノや児童買春

などの被害児童数は依然として高い水準

で推移していることや、学校におけるイン

ターネット上のいじめの増加など、インタ

ーネットによる人権侵害問題は深刻化し

ています。 

 これらの状況を踏まえ、インターネット利

用者等に対する人権に関する正しい理解

を深めるための啓発やインターネットを適

切に活用する能力を高める取り組みが必

要です。 

 

 

市の現状や取り組みなどから 

情報モラル61の意識向上等を図ることが必要 

 市民意識調査の結果では、インターネッ

トによる人権侵害に対する問題意識とし

て、悪意ある書き込みや個人情報の流出、

子どもがインターネットトラブルの当事者

（被害・加害の両面）になることを問題と捉

えている人が多く、情報モラルの意識向上

やインターネットリテラシー62の向上を図

ることが必要です。

 

  

                         
61 情報社会で適正な活動を行うための基になる考えと態度 

62 インターネットを正しく理解し、自分で情報選択を行うことができる力 
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

インターネットによる人権侵害防止に係る教育・啓発の推進 

市民への啓発の推進 

 個人のプライバシーや名誉に関する正

しい知識・理解を深め、インターネット

利用における人権意識を高める啓発

を推進します。 

家庭への啓発の推進 

 子どもの保護者に対して、SNS 等の

利用上のリスクやインターネット利用

上のトラブルの現状等について周知し、

情報モラルに対する意識向上を図りま

す。 

情報教育の推進 

 子どもが自律して主体的にインターネッ

トを利用することができるよう、学校に

おいて発達段階に応じた情報モラルを

含む情報活用能力の育成に努めます。

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

必要な相談・支援につなげる体制の整備 

相談機関の周知等の充実 

 インターネットによる人権侵害を受け

た場合の相談機関やインターネット上

の問題に係る相談機関の周知や情報

提供等を通じて、必要な相談・支援に

つなげます。 
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多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

安心・安全なインターネット利用の促進 

ペアレンタルコントロール63の推進 

 家庭における適切な生活習慣の定着や

インターネットの利用に関する親子のル

ールづくりなど、家庭における取り組み

を推進します。 

フィルタリング64の利用促進 

 関係機関と連携してインターネット上の

違法・有害情報から子どもを守るために

有効なフィルタリングの利用促進を図り

ます。 

デジタルデバイド65解消の推進 

 情報通信機器の利用状況に世代間格

差が見られることを踏まえ、関係機関と

連携して主に高齢者を対象としたデジタ

ルデバイト解消の取り組みを推進します。 

 

 

関連する SDGs のゴール 

    

                         
63 保護者が子どものライフサイクルを見通して、その発達段階に応じてインターネット利用を適切に管理すること 

64 インターネット上の、子どもたちに見せたくない有害情報が含まれるサイトを画面に表示しないように制限する機能 

65 情報通信技術（特にインターネット）の恩恵を受けることのできる人とできない人との間に生じる経済格差 



63 

 

参考（背景など） 
 

 

法律など  

刑法（明 40） 

 インターネット上の誹謗中傷の社会問題化を

背景に、令和 4 年の改正において侮辱罪の法定

刑の引き上げが行われました。 

 

 

不正アクセス禁止法66（平 12） 

 不正アクセス行為や不正アクセスにつながる

ID やパスワード等の不正取得などの行為を禁

止することが規定されたものです。 

 

 

プロバイダ責任制限法67（平 14） 

 インターネット上で権利侵害が発生した場合に

被害者側が発信者情報の開示を請求できる権

利などを定めたものです。 

 

青少年インターネット環境整備法68（平 21） 

 フィルタリングの利用促進等を通じて、青少年

が安全・安心してインターネットを利用できるよ

うにして、青少年の権利の擁護を図るものです。 

 

 

リベンジポルノ防止法69（平 26） 

 私的に撮影された性的画像等の無断掲載など

個人の名誉や私生活の平穏の侵害による被害

の発生や拡大の防止を目的としたものです。 

 

 

月間・週間・運動など  

青少年の非行・被害防止全国協調月間 

時期：7 月 

 令和元年度以降に設けられた最重要課題には、

インターネット利用に係る子どもの犯罪被害の

防止などが掲げられています。 

 

春のあんしんネット・新学期一斉行動 

時期：2 月から 5 月 

 青少年がインターネット上の犯罪やトラブルに

巻き込まれることを防止し、スマートフォンや

SNS を安全に利用できるようにすることを目的

とした啓発などに取り組むものです。 

 

  

                         
66 不正アクセス行為の防止等に関する法律 

67 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律 

68 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律 

69 私事性的画像記録の提供等による被害の防止等に関する法律 
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多様な性に関する人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

性のあり方は多様であることを理解することが必要 

 性のあり方（セクシュアリティ）は「生物

学的性」「性的指向」「性自認」「性別表現」

など、多様な要素により形作られています。 

 生物学的性（身体の性）は、性染色体や

内性器・外性器の状態などから決定され

る性です。 

 性的指向（好きになる性）は、人の恋愛・

性愛がどういう対象に向かうかを示す概

念です。 

 性自認（こころの性）は、自己の性をどの

ように認識しているかを示す概念です。 

 性別表現（表現する性/ふるまう性）は、

服装、しぐさや言葉づかいなどです。 

 性のあり方は多様で、個人の尊厳にか

かわる大切な問題であることから、多様な

性について理解を深めることが必要です。 

 

 

表現には注意が必要 

 性的指向や性自認を表現する言葉は

様々ですが、「ホモ」「おかま」「オネエ」「レ

ズ」といった表現は、当事者に対する蔑称

とされており、悪意がなくても当事者にと

っては侮辱されたと感じることがあるため、

正しい認識と適切な表現が必要です。 

 
 

L G B T Q
エルジービティーキュー

+
プラス

 
 

  
 性的指向や性自認の例である言葉の頭文字をとり、

多様な性をもつ人を表した言葉です。 

○L  レズビアン（女性同性愛者） 

○G  ゲイ（男性同性愛者） 

○B  バイセクシャル（両性愛者） 

○T  トランスジェンダー（身体の性とこころの性が 

一致しない人） 

○Q  クエスチョニング（自らの性のあり方について 

わからない人や決めていない人） 

クィア（既存の性カテゴリに該当しない人の総称） 

○+  その他様々なセクシュアリティがあるとの意味合

いを込めたもの 

 
 

SOGIESC
ソ ジ エ ス ク

 
 

  
 セクシュアリティの主な要素である言葉の頭文字を

とった言葉です。 

Sexual Orientation（性的指向） 

Gender Identity（性自認） 

Gender Expression（性別表現） 

Sex Characteristics（生物学的性） 

 

※LGBTQ や LGBTs、SOGI や SOGIE など、範囲等により表現は様々です。また、SOGI はソジのほかソギとも発音します 
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カミングアウトの強制は不適切 

 性的指向や性自認などを理由に、社会

で偏見の目にさらされ、職場での不当な

取り扱いや学校でのいじめなどの差別が

発生しています。 

 このような中、自分の性的指向や性自認

を他者に伝える「カミングアウト」について、

偏見や差別を恐れて打ち明けることがで

きない当事者もいます。カミングアウトは、

本人の自由意志によるべきであり、カミン

グアウトの制止やカミングアウトの強制は

不適切です。カミングアウトを受けた場合

は、落ち着いて話を聞き、受け止めること

が必要です。

 

 

アウティングは人権侵害 

 本人の同意なく、当事者の性的指向や

性自認に関する情報を第三者に暴露する

「アウティング」は、当事者を傷つける行為

で人権侵害にあたります。

 

 

市の現状や取り組みなどから 

多様な性に関する理解促進が必要 

 市民意識調査の結果では、多様な性に

関する人権に対する問題意識として、社

会的な理解が不十分なことにより偏見や

差別が発生していることを問題と捉えて

いる人が多く、多様な性に関して正しい理

解を深めるための取り組みが求められて

います。
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

多様な性に関する理解を深める教育・啓発の推進 

多様な性に関する啓発の推進 

 多様な性に関する正しい知識の普及

と理解を深めるための啓発を推進しま

す。 

多様性を尊重する教育の推進 

 学校教育や家庭教育において、一人ひ

とりの違いを認め、自他を尊重する態度

の育成に努めます。

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

安心して相談できる体制の整備 

多様な性に対する相談体制の整備 

 正しい認識のもとに性的指向や性自

認などに関する相談に対応するととも

に、相談機関の周知等に努めます。 

 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

多様な性を踏まえた適切な対応の推進 

多様な性に関連する情報の提供 

 多様な性に関する理解促進と適切な対

応が図られるよう、事業所や学校などへ

の各種情報の提供に努めます。 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

国際疾病分類第 11 版(令 1) 

 性同一性障害が「精神障害」の分類から除外

され、新たに「性の健康に関連する状態」という

分類の中の「性別不合」に変更されました。 

 

 

 

法律など  

労働施策総合推進法70（昭 41） 

 令和元年の改正に基づく指針において、性的

指向や性自認に関する侮辱的な言動を行うこと

などをパワーハラスメントに該当すると考えられ

る例として明記されました。 

 

性同一性障害特例法71（平 15） 

 一定の条件を満たす性同一性障がい者が、家

庭裁判所の審判により法令上の性別の取り扱

いと戸籍上の性別記載を変更できることを定め

たものです。

 

月間・週間・運動など  

国際反ホモフォビア・トランスフォビア・バ

イフォビアの日 

時期：5 月 17 日 

 平成 2 年同日に世界保健機関（WHO）が同性

愛を国際疾病分類から除外したことを記念して

定めた日です。日本では「多様な性に YES の日」

とされています。 

 

 

 

 

                         
70 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律 

71 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律 
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働く人の人権 
 

現状と課題 
 

  
社会情勢などから 

 

ハラスメント72は人権に関わる許せない行為 

 職場におけるハラスメントは、性的な言

動によるもの、妊娠・出産等を理由とする

ものや職務上の地位などの優位性を背景

としたものなど様々です。 

 いずれのハラスメントも働く人の能力発

揮を妨げ、個人としての尊厳や人格を不

当に傷つけるなどの人権に関わる許され

ない行為です。 

 

 

パワーハラスメントは社会問題として顕在化 

 パワーハラスメントは、職務上の地位や

人間関係などの職場内での優位性を背景

に、業務の適正な範囲を超えて、働く人に

精神的・身体的苦痛を与える行為や職場

環境を悪化させる行為で、主に以下の 6

つに分類されます。また、個の侵害には、

多様な性などに関するアウティングも該当

すると考えられています。 

 パワーハラスメントは近年、都道府県労

働局や労働基準監督署等に設けた総合

労働相談コーナーに寄せられる「いじめ・

嫌がらせ」に関する相談が増加を続ける

など、社会問題として顕在化しています。 

 
 

パワーハラスメントの代表的な類型 
 

  

1.身体的な攻撃 暴行・傷害 

2.精神的な攻撃 脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言 

3.人間関係からの切り離し 隔離・仲間外し・無視 

4.過大な要求 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制など 

5.過少な要求 能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることなど 

6.個の侵害 私的なことに過度に立ち入ること 

  

                         
72 嫌がらせやいじめを表す言葉 
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セクシュアルハラスメントは性別にかかわらず加害者にも 

被害者にもなる問題 

 セクシュアルハラスメントは、以下の 2 つ

に該当するハラスメントをいいます。 

 セクシュアルハラスメントは性別にかか

わらず、加害者にも被害者にもなり得ます。

また、異性に対するものだけでなく、同性

に対する性的な言動も該当します。 

 セクシュアルハラスメントの原因や背景

には、「男らしい」「女らしい」など、固定的

な性別役割分担意識に基づいた言動もあ

ると考えられるため、このような言動をな

くしていくことが必要です。 

 

対価型セクシュアルハラスメント  環境型セクシュアルハラスメント 

働く人の意に反する性的な言動に対する労

働者の対応（拒否や抵抗）により、働く人が

解雇、降格、減給などの不利益を受けること 

 働く人の意に反する性的な言動により働く

人の就業環境が不快なものとなったため、

能力の発揮に重大な悪影響が生じるなどの

就業する上で看過できない程度の支障が

生じるもの 

 

 

女性だけの問題ではない妊娠・出産・育児休業・介護休業等

に関するハラスメント 

 妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関

するハラスメントは、マタニティハラスメン

ト（働く女性に対するもの）、パタニティハ

ラスメント（働く男性に対するもの）、ケア

ハラスメント（働きながら介護を行う人に

対するもの）とも呼ばれており、以下の 2

つに該当するハラスメントをいいます。 

 妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関

するハラスメントの原因や背景には、関連

する制度等を利用しにくい職場風土や制

度等の利用ができることへの周知が不十

分であることが考えられ、これらを解消す

ることが必要です。 

 

制度等の利用への嫌がらせ型  状態への嫌がらせ型 

妊娠・出産・育児・介護に関する制度等の利

用に関する言動により就業環境が害される

もの（不当な取り扱いの示唆や嫌がらせ等） 

 妊娠・出産したことや、妊娠・出産に関する

言動により就業環境が害されるもの（不当

な取り扱いの示唆や嫌がらせ等） 
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ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）73の 

促進が必要 

 働く人の人権について、ハラスメント以

外にも長時間労働、雇用形態や就業形態

による待遇差、ワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）の阻害などが問題となっ

ており、働く人の権利が保障されるととも

に尊重される職場環境の整備が必要です。

 

 

市の現状や取り組みなどから 

ハラスメント防止を推進 

 市では、各種ハラスメントを防止するた

めに職員が遵守するべき事項や各種ハラ

スメントに起因する問題に関する雇用管

理上の措置等を定めた市職員のハラスメ

ント防止に向けた指針やマニュアルの策

定を通じて、安心安全かつ透明性があり

活気のある職場としての市役所やまちづ

くりを目指しています。

 

 

様々な問題に対する啓発が必要 

 市民意識調査の結果では、働く人の人

権に対する問題意識として、雇用形態に

よる待遇差、長時間労働によるワークライ

フバランス（仕事と生活の調和）の阻害、

パワーハラスメントを問題と捉えている人

が多く、働く人の人権が尊重されるよう

様々な観点からの啓発が求められていま

す。

 

  

                         
73 働きがいのある人間らしい仕事、より具体的には、自由、公平、安全と人間としての尊厳を条件とした、全ての人のための生

産的な仕事 
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施策の方向性 
 

 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

働く人の人権を尊重する教育・啓発の推進 

働く人の人権に関する啓発の推進 

 各種ハラスメントの防止など、働く人の

人権が尊重され、ディーセント・ワーク

が促進されるよう啓発を推進します。 

 

 

相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 
 

必要な相談支援につなげる体制の整備 

相談機関の周知等の充実 

 働く人の人権にかかわる相談機関の

周知や情報提供等を通じて、必要な

相談・支援につなげます。 

 

 

多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 
 

安心して働くことができる職場環境づくりの推進 

労働施策に関連する情報の提供 

 関係機関と連携して、働く人の基本的な

権利や義務、各種制度等の理解促進に

努め、適切な職場環境づくりの促進を

図ります。 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

 育児と仕事の両立等の取り組みなどに

関する周知を通じて、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた機運の醸成を図

ります。 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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参考（背景など） 
 

 

条約など  

ILO 宣言74(平 10) 

 ILO加盟国は労働における基本的原則及び権

利（以下の 5 分野 10 条約）の尊重、促進、実現

に向けた義務を負うこととしたものです。

 

暴力及びハラスメント条約75(令 1) 

 労働における暴力とハラスメントは、人権侵害

に該当するおそれがあることや、ディーセント・ワ

ークと両立せず容認できないことなどが明記さ

れています。 

 

 
結社の自由及び団体交渉権の効果的な承認 

 

  

結社の自由及び団結権保護条約76（昭 23） 

 労働者や使用者が団体を設立し加入する権利

をもつことや、行政機関がこれらの権利の制限

等を行ってはならないことを定めたものです。

団体権及び団体交渉権条約77（昭 24） 

 労働団体に加入しないことや脱退を雇用条件

とすることや、組合員であること等を理由とする

差別待遇への保護などを定めたものです。

 

 
強制労働の廃止 

 

  

強制労働に関する条約（昭 5） 

 すべての強制労働の使用を、できる限り短い

期間のうちに廃止することを定めたものです。

強制労働の廃止に関する条約（昭 32） 

 強制労働に関する条約を補強・補完するもの

で、政治的圧制等の手段等としての強制労働を

廃止することを定めたものです。

 

 
児童労働の撤廃 

 

  

就業の最低年齢に関する条約78(昭 48) 

 児童労働の廃止と若年労働者の労働条件の

向上を目的としたものです。就業の最低年齢を

義務教育終了年齢と定めました。 

                         
74 労働における基本的原則及び権利に関する ILO 宣言 

75 労仕事の世界における暴力及びハラスメントの撤廃に関する条約（本指針策定時点で日本は未批准） 

76 結社の自由及び団結権の保護に関する条約 

77 団体兼及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約 

78 就業が認められるための最低年齢に関する条約 

79 最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に関する条約 

最悪の形態の児童労働条約79(平 11) 

 18 歳未満の児童による最悪の形態の児童労

働の禁止と撤廃を確保するための即時の効果

的な措置を求めるものです。  
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雇用及び職業における差別の排除 

 

  

同一報酬条約80(昭 26) 

 同一価値の労働に対して、性別による区別を

行うことなく、同等の報酬を支払わなければなら

ないことを定めたものです。

差別待遇（雇用及び職業）条約81(昭 33) 

 雇用と職業において、どのような差別待遇も行

われてはならないことを定めたもので、人権保

障条約としての性質をもつものです。

 

 
安全で健康的な労働環境 

 

  

職業上の安全及び健康並びに作業環境に

関する条約82(昭 56) 

 労働環境に内在する危険を可能な限り最小に

することで、就業に起因・関連する事故や健康被

害の防止を目的としたものです。 

職業上の安全及び健康促進するための枠

組みに関する条約(平 18) 

 予防的安全衛生文化の育成を促進するととも

に、予防的な措置を通じて、より安全で健康な

作業環境を推進することを目的としたものです。 

 

 

法律など  

労働関係調整法（昭 21） 

 労働関係の公正な調整を図り、労働争議の予

防・解決を図り、産業の平和を維持することを目

的としたものです。 

 

 

労働基準法（昭 22） 

 賃金支払いの原則、労働時間の原則や時間

外・休日労働、割増賃金、解雇予告など労働条

件に関する最低基準について定めたものです。 

                         
80 同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約 

81 雇用及び職業についての差別待遇に関する条約（本指針策定時点で日本は未批准） 

82 本指針策定時点で日本は未批准 

83 労働者が労働組合を結成する権利 

84 労働者が使用者（会社）と団体交渉する権利 

85 労働者が要求実現のために団体で行動する権利 

 

労働者災害補償保険法（昭 22） 

 業務上の事由や通勤による労働者の負傷など

（業務災害/通勤災害）に対して、必要な保険給

付等を行うことを目的としたものです。 

 

 

労働組合法（昭 25） 

 憲法で保障する労働三権（団結権83・団体交

渉権84・団体行動権85）を具体的に保障するため

に定められたものです。 
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最低賃金法（昭 34） 

 都道府県ごとに適用される地域別最低賃金と

特定の産業について適用される特定最低賃金

の最低限度を定めたものです。 

 

 

障害者雇用促進法86（昭 35） 

 障がい者の雇用義務や差別の禁止などについ

て定め、障がい者の職業の安定を目的としたも

のです。 

 

 

労働施策総合推進法87（昭 41） 

 令和元年の改正により、職場におけるパワーハ

ラスメントの防止措置（方針等の周知・啓発や相

談窓口の設置など）が義務化されました。 

 

 

高年齢者雇用安定法88（昭 46） 

 定年の引き上げや継続雇用制度等による高年

齢者の安定した雇用の促進等を図り、職業の安

定等を図ることを目的としたものです。 

 

 

労働安全衛生法（昭 47） 

 危険防止基準の確立や責任体制の明確化等

により、職場における労働者の安全と健康を確

保し、快適な職場環境の形成を図るものです。 

                         
86 障害者の雇用の促進等に関する法律 

87 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律 

88 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 

89 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

90 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

91 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

92 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律 

 

雇用保険法（昭 49） 

 労働者が失業した場合等における必要な給付

や、育児休業をした場合における必要な給付等

について定めたものです。 

 

 

労働者派遣法89（昭 60） 

 派遣労働者の保護を図るためのものです。平

成 30 年の改正では、派遣労働者の同一労働同

一賃金に向けた待遇確保が義務化されました。 

 

 

男女雇用機会均等法90(昭 61) 

 職場におけるセクシュアルハラスメントの防止

措置（方針等の周知・啓発や相談窓口の設置な

ど）を義務付けています。 

 

 

育児・介護休業法91（平 4） 

 職場における妊娠・出産・育児休業等に関する

ハラスメントの防止措置（方針等の周知・啓発や

相談窓口の設置など）を義務付けています。 

 

 

パートタイム・有期雇用労働法92（平 5） 

 正規職員とパートタイム労働者等との不合理

な待遇格差の禁止など、パートや契約社員等と

して働く人の環境の改善を目的としたものです。 
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労働契約法（平 20） 

 個別労働紛争の未然防止や労働者の保護を

図るため、労働契約についての基本的なルール

を明らかにしたものです。 

 

 

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の

支援に関する特別措置法（平 25） 

 子育てと就業の両立が困難など、ひとり親家庭

の親が置かれている状況を踏まえ、ひとり親家

庭の親の就業支援を目的としています。 

 

 

過労死等防止対策推進法（平 26） 

 過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康

で充実して働き続けることができる社会の実現

を目的としています。 

 

女性活躍推進法93（平 27） 

 個性と能力の十分な発揮や職業生活と家庭生

活の両立を基本原則として、女性の職業生活に

おける活躍を推進することが明記されています。 

 

 

働き方改革関連法94（平 30） 

 新たな法制定でなく、労働基準法等の既存の

法律改正により、時間外労働時間の上限規制や

年次有給休暇の取得義務化等を行うものです。 

 

 

月間・週間・運動など  

職場での安全と健康のための世界デー 

時期：4 月 28 日 

 労働安全衛生の重要性について注意喚起を

行う国際デーです。労働安全衛生世界デーとも

言います。 

 

 

全国安全週間 

時期：7 月 1 日から 7 日 

 労働災害を防止するため、産業界の自主的な

活動の推進と職場での安全に対する意識を高

め、安全を維持する活動の定着を図ります。

 

過労死等防止啓発月間 

時期：11 月 

 過労死等を防止することの重要性について自

覚を促し、関心と理解を深めることを目的とした

ものです。 

 

 

職場のハラスメント撲滅月間 

時期：12 月 

 ハラスメントのない職場環境をつくる機運を盛

り上げるため、集中的な広報・啓発を行うもので

す。

                         
93 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

94 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律 
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さまざまな人権課題 
 

アイヌの人々の人権 
 

  
現状や課題 

独自の豊かな文化をもつアイヌの人々 

 アイヌの人々は、日本列島北部周辺、特

に北海道の先住民族です。固有の言語で

ある「アイヌ語」のほか、すべてのものに魂

が宿る精神文化、伝統的な儀式・祭事、

「ユカラ」などの口承文芸、アイヌ古式舞踊

やアイヌ文様など、独自の豊かな文化をも

っています。 

 

 

アイヌの人々の文化や現状への理解が必要 

 近世以降の伝統的なアイヌ文化の風習

の禁止や日本語の習得を勧められるなど

の同化政策などにより、今日ではその文

化の保存や伝承が十分に図られていない

状況にあります。先住民族であるアイヌの

人々の民族としての誇りが尊重されるよう、

アイヌの人々の歴史、文化、伝統や現状に

関する理解を深め、偏見や差別を解消し

ていくことが必要です。 

 

 

アイヌの人々に対する認識を高めることが必要 

 市民意識調査の結果では、アイヌの

人々の人権に対する問題意識として、アイ

ヌの人々に対して理解や認識が不十分で

あることを問題として捉えている人が多く、

また、「わからない」も一定割合いることか

ら、アイヌの人々に対する認識を高めてい

く取り組みが求められています。 
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施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

アイヌの人々に対する理解を深める教育・啓発の推進 

アイヌ文化等への理解促進 

 アイヌの人々の歴史や文化等に対する

理解や関心を深め、偏見や差別を解

消するための啓発を推進します。 

アイヌに関する学習の推進 

 学校教育における歴史学習等を通じて、

アイヌの歴史や文化等について触れて

いきます。

関連する SDGs のゴール 

  
 
 

参考（背景）など 

 

条約など 

先住民族の権利に関する

国際連合宣言（平 19） 

 文化、アイデンティティ、言語、

雇用、健康、教育に対する権

利を含め、先住民の個人及び

集団の権利を規定したもので

す。 

法律など 

アイヌ施策推進法95（令 1） 

 アイヌの人々は先住民族で

ある旨が明記され、アイヌの

人々が民族としての誇りをも

ち生活することができ、その誇

りが尊重される社会の実現を

図るものです。従来のアイヌ文

化振興法96に代わる法律で、

アイヌ文化の振興に加え、地

域振興、産業振興、観光振興

等の施策を総合的に推進する

ものです。 

月間・週間・運動など 

世界の先住民の国際デー 

時期：8 月 9 日 

 先住民の権利の推進と保護

を支持する国際連合の示すた

めに定められた国際デーです。 

 

 

                         
95 アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律 

96 アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律（平成 9 年成立・令和元年廃止） 
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刑を終えて出所した人の人権 
 

  
現状や課題 

地域社会の理解が必要 

 刑を終えて出所した人やその家族に対

して、根強い偏見や差別がみられます。就

職に際しての差別や住居の確保の困難な

ど、社会復帰を目指す人たちにとって、現

実は極めて厳しい状況にあります。刑を

終えて出所した人たちが、地域社会の一

員として円滑な社会生活を営むためには、

本人の強い更生意欲と併せて、地域社会

等の理解と協力が必要です。 

 

 

 

関係機関と連携した取り組みを推進 

 市では、関係機関と連携して、犯罪や非

行のない安全で安心な明るい地域社会を

築くことや、犯罪や非行をした人が再び犯

罪や非行をしないように、立ち直りを支援

することを目指す「社会を明るくする運動」

を推進しています。 

 引き続き、関係機関と連携・協力して、

犯罪や非行の防止、犯罪や非行をした人

の更生について理解促進を図ることが必

要です。 

 

 

偏見や差別を解消するための啓発が必要 

 市民意識調査の結果では、刑を終えて

出所した人の人権に対する問題意識とし

て、更生した人たちに対する誤った認識や

偏見があることを問題として捉えている人

が多く、刑を終えて出所した人たちに対す

る偏見や差別を解消するための啓発が求

められています。 
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施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

刑を終えて出所した人の人権を尊重する教育・啓発の推進 

刑を終えて出所した人への理解を

深める啓発の推進 

 刑を終えて出所した人に対する偏見

や差別の解消を目指し、関係機関と連

携して啓発の推進に努めます。 

 

関連する SDGs のゴール 

   
 
 

参考（背景）など 

 

法律 

再犯の防止等の推進に関する法律（平 28） 

 犯罪をした人たちの社会復帰の促進などによ

る再犯防止に関する施策を推進することを目的

としたものです。 

月間・週間・運動など 

再犯防止啓発月間 

時期：7 月 

 再犯の防止等の推進に関する法律に定められ

た月間で、広く再犯の防止等についての理解を

深めることを目的としたものです。 

 

 

“社会を明るくする運動”～犯罪や非行を

防止し、立ち直りを支える地域の力～ 

時期：7 月（強調月間） 

 犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たち

の更生について理解を深め、犯罪や非行のない

安全で安心な明るい社会を築くことなどを目的

としたものです。
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犯罪被害者とその家族の人権
 

  
現状や課題 

犯罪被害者やその家族の人権への配慮が必要 

 犯罪被害者等（犯罪被害に遭った人や

その家族・遺族）は、犯罪そのものや後遺

症により精神的・経済的に苦しんでいます。 

 また、これらに追い打ちを掛けるように

興味本位のうわさや心ない中傷等により、

プライバシーの侵害や名誉が傷つけられ

るなどの二次的被害の問題も発生してお

り、犯罪被害者やその家族の人権に配慮

することが必要です。 

 

 

犯罪被害者防止条例の施行 

 市では、犯罪被害者等の支援に関する

施策により、犯罪被害者等の心に寄り添

い、権利利益を保護し、市民が安全で安

心して暮らせる地域社会の実現を目的に

「羽島市犯罪被害者等支援条例」を制定・

施行しました。関係機関等との役割分担

を踏まえ、相互に連携を図り、犯罪被害者

等支援に取り組んでいくことが必要です。 

 

 

二次的被害を防止するための啓発が必要 

 市民意識調査の結果では、犯罪被害者

やその家族の人権に対する問題意識とし

て、プライバシーの公表、うわさなどの二

次的被害を問題として捉えている人が多

く、犯罪被害者やその家族に対する二次

被害を防ぐための取り組みが求められて

います。 
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施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

犯罪被害者等への配慮や人権を尊重する教育・啓発の推進 

犯罪被害者等への理解を深める 

啓発の推進 

 犯罪被害者等の名誉や生活の平穏へ

の配慮の重要性等に関する理解や共

感を深める啓発を推進します。 

 

 
相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 

 

犯罪被害者等に寄り添う相談・支援の充実 

相談体制等の整備 

 犯罪被害者等に対する相談窓口を整

備するほか、その他相談機関の周知

や情報提供等を通じて、必要な相談・

支援につなげます。 

個々の事情に応じた適切な支援 

 犯罪被害者等が置かれている状況や

事情を踏まえ、関係機関との役割分担

や連携により適切な支援に努めます。

関連する SDGs のゴール 

  
 

 

参考（背景）など 

 

法律 

犯罪被害者等基本法（平 16） 

 犯罪被害者等のための施策を推進し、犯罪被

害者等の権利利益を保護することを目的とした

ものです。 

月間・週間・運動など 

犯罪被害者週間 

時期：11 月 25 日から 12 月 1 日 

 犯罪被害者等が置かれている状況や犯罪被

害者等の名誉等の重要性などについて、理解を

深めることを目的としたものです。 
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北朝鮮当局による拉致問題 
 

  
現状や課題 

北朝鮮当局による日本人拉致は重大な人権侵害 

 北朝鮮当局による日本人拉致は、我が

国に対する主権侵害であり、重大な人権

侵害です。日本人拉致をはじめとする北

朝鮮当局による人権侵害問題への対処は、

国際社会を挙げて取り組むべき課題とさ

れる中、この問題への理解と関心を深め

ていくことが必要です。 

 

 

施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

北朝鮮による拉致問題を風化させない教育・啓発の推進 

北朝鮮による拉致問題の関心を 

高める啓発の推進 

 北朝鮮による拉致問題等についての

正しい知識の普及を図り、関心と理解

を深める啓発を推進します。 

 

関連する SDGs のゴール 

  

 
 

参考（背景）など 

 

法律 

北朝鮮人権法97（平 18） 

 北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識

を深め、国際社会と連携し、この問題への実態

解明や抑止を図ることを目的としたものです。 

月間・週間・運動など 

北朝鮮人権侵害問題啓発週間 

時期：12 月 10 日から 16 日 

 北朝鮮当局による人権侵害問題への関心と理

解を深めることを目的としたものです。 

 

 

                         
97 拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題の対処に関する法律 
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人身取引 
 

  
現状や課題 

人身取引は重大な人権侵害 

 性的搾取や強制労働等を目的とした人

身取引（トラッフィッキング）は重大な犯罪

であり、基本的人権を侵害する深刻な問

題です。借金返済のための売春強要や恋

愛感情を利用し他人との援助交際を強要

するなども人身取引に該当します。 

 

 

施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

人身取引をなくすための教育・啓発の推進 

人身取引に関する理解を深める 

啓発の推進 

 人身取引をなくすため、市民の関心と

理解を深める啓発を推進します。 

 

関連する SDGs のゴール 

    

 
 

参考（背景）など 

 

条約など 

人身取引議定書98（平 12） 

 人身取引の防止、被害者の

保護・援助や防止に向けた国

間の協力の促進を目的とした

ものです。 

法律 

刑法（明 40） 

 平成 17 年の改正により、新

たに「人身売買罪」が新設され

ました。 

月間・週間・運動など 

人身取引反対世界デー 

時期：7 月 30 日 

 人身取引の問題を世界中に

啓発することを目的とした国

際デーです。 

 

 

 

                         
98 国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び処罰する

ための議定書（国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する 3 つの議定書のうちの 1 つ） 



85 

 

ホームレスの人権 
 

  
現状や課題 

ホームレスへの嫌がらせや暴行などの人権問題が発生 

 企業の倒産や失業、病気や人間関係な

ど様々な要因により、自立の意思がありな

がら、公園や河川などで野宿生活を送っ

ているホームレスがいます。 

 ホームレスの自立を図るための様々な

取り組みが行われている一方、ホームレス

に対する嫌がらせや暴行事件等の人権問

題が発生しています。 

 ホームレスと近隣住民の双方の人権に

配慮しつつ、ホームレスの人権の擁護を

推進していく必要があります。 

 

 

ホームレス自立支援やホームレスへの理解促進が必要 

 市民意識調査の結果では、ホームレス

の人権に対する問題意識として、経済的

な自立やホームレスへの嫌がらせや偏見

等を問題として捉えている人が多く、ホー

ムレス自立支援やホームレスへの理解促

進を図る取り組みが求められています。 
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施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

ホームレスの人権を尊重する教育・啓発の推進 

ホームレスへの理解を深める啓発

の推進 

 ホームレスへの偏見や差別の解消に

向けて、ホームレスへの理解を深める

啓発を推進します。 

 

 
相談・支援の充実～一人ひとりの安心を守る体制の整備～ の視点 

 

ホームレスの自立を支える相談・支援の充実 

的確な相談・支援の実施 

 相談者の状況を踏まえ、生活相談・指

導や必要な支援に努めます。 

関連する SDGs のゴール 

 

 
 

参考（背景）など 

 

法律 

生活保護法（平 14） 

 生活困窮者に対し、困窮の程度に応じて必要

な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生

活を保障し、自立の助長を目的としたものです。 

 

 

ホームレス自立支援法99（平 14） 

 ホームレスの自立支援やホームレスにならない

ための生活上の支援を推進し、ホームレスの関

する問題の解決を目的としたものです。

  

生活困窮者自立支援法（平 25） 

 生活困窮者に対する自立支援に関する取り組

みを推進し、生活困窮者の自立の促進を図るこ

とを目的としたものです。

 

                         
99 ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法 
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災害に起因する人権 
 

  
現状や課題 

正しい情報に基づく行動が必要 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本

大震災は、甚大な人的・物的被害をもたら

しました。また、東京電力福島第一原子力

発電所事故に伴う風評に基づく偏見や差

別が発生し、今なお懸念されています。 

 大規模災害発生時において、不確かな

情報に基づく言動や偏見や差別を助長す

る情報発信などは、重大な人権侵害にな

り得ます。正しい情報と冷静な判断に基づ

く行動が必要です。 

 

 

避難所において様々な人への配慮が必要 

 高齢者、障がい者、子ども、妊産婦、外

国人などの要配慮者や女性などは、災害

における影響が深刻化しやすい傾向にあ

ります。良好な避難生活環境に向けて、プ

ライバシーを確保するほか、要配慮者や

女性などに対する配慮が必要です。 

 

 

避難所における性暴力や DV の防止が必要 

 国内における過去の災害において、DV

や性暴力が発生していることが明らかに

なっています。性暴力は若年女性に限ら

ず、高齢者や子ども、男性も被害に遭うこ

とがわかっています。また、災害時は被害

者が相談すること自体困難な状況にある

ことも少なくないことや、支援者との関係

性から声を上げにくい状況もあります。 

 そのため、性暴力や DV は人権侵害で

決して許されるものではないという認識を

共有するとともに、安心・安全な避難所と

なるよう、安全確保など必要な対策を行う

ことが必要です。 
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施策の方向性 

 

人権教育・啓発の推進～互いに認めともに支え合う心の育成～ の視点 
 

災害に起因する人権が大切にされる教育・啓発の推進 

災害に起因する人権に対する理解

を深める啓発の推進 

 災害時における様々な人権侵害の発

生防止や、災害避難時における配慮

を要する人の人権が守られるよう、災

害に起因する人権への理解を深める

啓発を推進します。 

 

 
多様な主体との連携・協働～ともに手をとり合うまちづくりの推進～ の視点 

 

安心・安全な避難所環境に向けた取り組みの推進 

人権に配慮した避難所運営の推進 

 高齢者、障がい者、子ども、妊産婦、外

国人などの要配慮者や女性などに配慮

した避難所運営に努めます。 

 

 

関連する SDGs のゴール 
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第  

施策の推進にあたって  章 

 1 推進体制 
 
 

 人権施策を総合的かつ効果的に推進す

るため、庁内の関係課で構成する「羽島

市人権施策推進連絡会」をはじめ、全庁

的な取り組みを推進します。また、国や県、

関係機関や団体と連携を図り、関連施策

の推進に努めます。

 また、行政職員、教職員、消防職員、医

療・福祉関係職員等人権に関わりの深い

特定の職業に従事する者への、資質向上

のための研修を実施し、人権施策の一層

の推進を図ります。 

 

 

 

 

 2 進行管理 
 
 

 本指針の進行管理は、「羽島市社会人

権教育推進協議会」において、事業の実

施状況やその効果等について定期的に評

価を行うとともに、助言や意見を施策に反

映します。 
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